
 

 

 

 

 

 

 

 

柏市公共下水道管路施設 

包括的民間委託（改築事業を含む）に係る 

情報整備等支援事業 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年 1 月 

 

 

 

（公財）日本下水道新技術機構 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

内  容 

1 本調査の概要 ......................................................................................................................................... 1 

 本調査の目的 ..................................................................................................................................... 1 

 柏市の概要（位置、地形及び地質） ................................................................................................ 1 

 柏市の人口 ......................................................................................................................................... 2 

 事業発案に至った経緯・課題 ........................................................................................................... 4 

（1） 自治体が抱えている課題 ........................................................................................................... 4 

 上記課題への対策としてこれまで実施している施策や調査等 ........................................................ 4 

 当該事業の発案経緯 .......................................................................................................................... 5 

 検討体制の整備 ................................................................................................................................. 5 

（1） 庁内の検討体制 .......................................................................................................................... 5 

（2） 検討経緯 ..................................................................................................................................... 5 

2 下水道管路施設マネジメントの外部化に向けた検討 ........................................................................... 6 

 地方自治法の趣旨から ...................................................................................................................... 6 

 管路施設の維持管理業務（改築事業を含む）に関する民間化の検討 ............................................. 7 

 本件の具体的な検討の流れ ............................................................................................................... 7 

（1） 下水道管路維持管理業務の前提条件（経緯） .......................................................................... 7 

（2） 下水道管路管理業務の特徴（目的、役割） .............................................................................. 9 

（3） 戦略的な管路マネジメントサイクルの推進 ............................................................................ 11 

（4） 性能発注に当たっての留意点 .................................................................................................. 13 

（5） 発注形態とビジネスモデルのレベル（水準） ........................................................................ 14 

 今回の導入可能なビジネスモデルの検討 ....................................................................................... 15 

 【性能発注型のビジネスモデルの提案】 ....................................................................................... 17 

 レベルアップのストーリー（フロー） ........................................................................................... 24 

（1） 性能発注【レベル 1】に求められる要求水準書の主なポイント（要点） ............................. 25 

3 柏市における包括的民間委託の実施について.................................................................................... 28 

 サウンディング型市場調査について .............................................................................................. 28 

 サウンディング型市場調査結果を踏まえた事業範囲等についての検証 ........................................ 29 

 民間市場調査対象業者の選定 ......................................................................................................... 29 

 民間市場調査結果 ............................................................................................................................ 30 

（1） 地域企業 ................................................................................................................................... 46 

 包括的民間委託における各ビジネスモデルに必要な情報及び受託者リスク ................................ 51 

 柏市における適応モデルについて .................................................................................................. 52 

4 今後について（２期目期以降の包括的民間委託の方向性） .............................................................. 53 

 事後保全型維持管理に係る包括的民間委託導入 ............................................................................ 53 

 コンセッション方式導入への展開 .................................................................................................. 53 

（1） コンセッション方式導入の意義 .............................................................................................. 53 



 

（2） コンセッション方式導入に向けた検討課題 ............................................................................ 54 

（3） まとめ（ロードマップ） ......................................................................................................... 55 

5 おわりに .............................................................................................................................................. 56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

1 

1 本調査の概要 

1.1 本調査の目的 

柏市公共下水道の管路施設は設置から５６年を経過しており、高度成長期に整備した老朽管路施設が

急増している。また、職員が日常業務に追われ、健全な維持管理が出来ない状況である。平成２７年度に

策定した柏市下水道中長期経営計画は、市内の膨大な下水道管路施設（ストック）について、計画的な調

査・点検と、改築・更新を行う計画となっている。さらに、下水道管路施設の保全及び機能の確保、事故

防止、コスト縮減を行い、事後保全型から予防保全型への移行が求められている。持続可能な下水道経営

を確立するうえで、限られた予算及び職員数の範囲でそれら事業を効率的かつ質の確保・向上を目指し

ながら実施するためには、官民連携事業を進めることが有効と考えられる。 

本業務は、管路施設の健全な管理のために、官民連携事業の中から包括的民間委託の事業手法を中心に

検討を行い、柏市公共下水道における管路施設への「性能発注※１」をベースとする事業の有効性につい

て検討、評価を行うものである。 

 
※1 発注者が求める業務水準やサービス水準を明らかにし、受託者が満たすべき水準の詳細を規定した

発注のこと。受託者は要求された水準を満たすために、実施する手法や資機材，作業方法等を独自に検討

し、実施することができる。仕様発注方式よりも性能発注方式の方が「民間の創意工夫の発揮」が実現し

やすくなる。 
 

1.2 柏市の概要（位置、地形及び地質） 

柏市は千葉県北西部、東葛飾地域の中心に位置しており、隣接する市は、東に我孫子市・印西市、利

根川を挟んで茨城県取手市・守谷市、南に鎌ヶ谷市・白井市、西に松戸市・流山市、北に野田市となっ

ている。行政区域は東西約 18km、南北約 15km で、面積は 114.9km2 に達する。 

市の中心部は、北に大堀谷、南に名戸ヶ谷が湾曲して東西を縦走し、いくつかの谷津田を形成しなが

ら複雑な地形を形成している。 

一方、北部地域は利根運河と利根川に挟まれ、それぞれの谷津田を形成している。南部地域も同様

に、大津川に向かって谷津田を形成し手賀沼まで続いている。 

 

図 1-1 柏市の位置 
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1.3 柏市の人口 

本市は、昭和 29 年に東葛飾郡柏町、小金町、田中村及び土村の 2町 2村が合併し誕生した。さら

に、平成 17 年 3 月には、沼南町と合併し、新市「柏市」が誕生した。 

市政施行当時の本市の人口は約 4.5 万人であったが、その後、東京圏の膨張と歩調を合わせてベッド

タウン化し、団地・分譲住宅開発が進行したことから、急激な人口増加を続け、平成元年には 30万人

を突破した。 

以下の表 1及び図 1-2 に合併後（旧柏市＋旧沼南町）の柏市の昭和 63 年から平成 29年までの人口動

態を示す。旧柏市、旧沼南町ともに、平成６年までは順調な増加傾向を示し、それ以降も長期化する経

済の低成長傾向を反映して伸びは沈静化しているものの、旧柏市は概ね年間 1,000 人～2,000 人程度、

旧沼南町は概ね年間 100 人～200 人程度の人口増を示していた。 

合併後の平成 17 年 8 月のつくばエクスプレスの開通に伴い柏キャンパス駅周辺の柏北部中央地区

（千葉県施行）及び柏たなか駅周辺の柏北部東地区（都市再生機構施行）の両地区において新市街地事

業として区画整理事業を展開している。これらの沿線整備などにより、平成 22年までは年間 3,000 人

以上の人口増加を示している。平成 23年以降についても減少した年もあるが概ね増加傾向である。 

 

表 1 （旧柏市＋旧沼南町）及び新柏市の人口動態 

各年 10 月 1 日現在 

項目 

年次 

人口(人) 世帯数（世帯） 1 世帯当 

たり人員

（人/世帯） 

備考 
柏市 

柏市 

（統 合前 ）
旧沼南町 

前年に対 

する増減 
柏市 

柏市 

（統 合前 ）
旧沼南町 

昭和 63 年 1988 － 296,154 40,448 － － 94,197 10,876 －  

平成元年 1989 － 301,230 41,140 － － 97,519 11,194 －  

平成 2 年 1990 － 305,058 41,944 － － 100,398 11,422 －  

平成 3 年 1991 － 308,447 42,355 － － 103,042 11,882 －  

平成 4 年 1992 － 312,690 43,226 － － 106,201 12,407 －  

平成 5 年 1993 － 316,725 43,714 － － 108,822 12,698 －  

平成 6 年 1994 － 319,321 44,464 － － 111,091 13,033 －  

平成 7 年 1995 － 317,750 45,130 － － 111,129 13,198 －  

平成 8 年 1996 － 319,334 45,039 － － 112,835 13,289 －  

平成 9 年 1997 － 320,296 45,036 － － 114,185 13,492 －  

平成 10 年 1998 － 322,269 45,198 － － 116,287 13,759 －  

平成 11 年 1999 － 323,865 45,751 － － 118,305 14,223 －  

平成 12 年 2000 － 327,851 45,927 － － 121,221 14,271 －  

平成 13 年 2001 － 328,975 46,357 － － 123,254 14,704 －  

平成 14 年 2002 － 331,575 46,501 － － 125,911 14,985 －  

平成 15 年 2003 － 332,690 46,604 － － 127,976 15,237 －  

平成 16 年 2004 － 333,516 46,828 － － 129,577 15,520 －  

平成 17 年 2005 381,016 － － 672 143,756 － － 2.7  

平成 18 年 2006 384,420 － － 3,404 146,859 － － 2.6  

平成 19 年 2007 388,350 － － 3,930 150,782 － － 2.6  

平成 20 年 2008 391,943 － － 3,593 154,048 － － 2.5  

平成 21 年 2009 397,446 － － 5,503 157,926 － － 2.5  

平成 22 年 2010 404,012 － － 6,566 162,287 － － 2.5  

平成 23 年 2011 405,658 － － 1,646 164,389 － － 2.5  

平成 24 年 2012 404,578 － － -1,080 165,375 － － 2.4  

平成 25 年 2013 406,395 － － 1,817 167,857 － － 2.4  

平成 26 年 2014 408,198 － － 1,803 170,543 － － 2.4  

平成 27 年 2015 413,954 － － 5,756 175,691 － － 2.4  

平成 28 年 2016 417,294 － － 3,340 178,901 － － 2.3  

平成 29 年 2017 420,824 － － 3,530 182,382 － － 2.3  

資料：国勢調査結果報告書、千葉県毎月常住人口調査結果報告書
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図 1-2 柏市の人口動態 

 

図 1-3 柏市の概要図 
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1.4 事業発案に至った経緯・課題 

（1） 自治体が抱えている課題 

ストックマネジメントの導入 

 下水道整備が進む一方、古い下水道施設は老朽化してきており、今後、施設の改築需要が大きく増える

ことが予想され、それに対応した施設の管理手法を導入する必要がある。 

 下水道施設の状況を把握や長期的な施設状況を予測し、下水道施設の計画的かつ効率的な管理を行う

ことにより、調査・点検、改築・修繕を一体的に捉えて、事業の平準化と LCC の最小化を実現すること

を目的としたストックマネジメント手法を導入することが必要となる。 

 

計画的な維持管理（調査・点検） 

 道路陥没等の事故が発生する可能性が高いといわれている布設後 35 年以上経過した管路は、平成 37

年時点で約 560 ㎞存在する。 

 これまでは不具合が発生してから対応する事後保全型の維持管理を行ってきたが、計画的な維持管理

を行うためには予防保全型の維持管理への移行が必要であり、そのためにはストックマネジメント計画

に位置付けられる点検・調査計画の弾力的な活用が求められる。 

 

計画的な改築（更新・長寿命化） 

 計画的、効率的な改築を行うためには、管路の状態を把握することが重要であり、布設後 50 年を超え

た下水道管を単純改築するのではなく、調査・点検結果を踏まえ劣化状況を確認し、優先度や重要度も考

慮の上、計画的に劣化した管路のみを更新・長寿命化対策を行うことによって改築時にかかる事業量を

抑えることが必要となる。 

 

下水道台帳システムの運用 

現在運用している下水道台帳は不足する情報が存在する。ストックマジメントの導入で下水道管路の

劣化状況予測や適切な調査・点検計画の策定を行う上で、下水道管路に係る膨大な情報を把握する必要

がある。 

また、下水道台帳は現在、苦情の履歴を保存し維持管理に活用しているが、今後は点検・調査の結果

を蓄積したデータベース化した上で、維持管理計画の策定等に利活用する必要がある。 

 

1.5 上記課題への対策としてこれまで実施している施策や調査等 

・ストックマネジメント計画（以下 SM 計画）策定検討部会の設置（H26.6） 

・JS 下水道事業団に検討業務を委託（H26~H27） 

・下水道中長期経営計画及び SM 計画の策定（H27） 

・SM 計画策定について千葉県下水道課と事前協議（H28.5) 

・国土交通省関東地方整備局と事前協議（H28.7） 

・SM 計画の事業量が膨大なため，官民連携について模索 

・下水道管路の包括的民間委託の導入検討を開始 

・先進都市の視察（H28.7 静岡県浜松市 大阪府大阪狭山市） 
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・下水道における新たな PPPPFI 事業の促進に向けた検討会に参加（H28.8） 

・国土交通省関東地方整備局に SM 計画の提出（H28.11) 

・包括的民間委託の基本検討業務を実施（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ H28.11~） 

・下水道管路の包括的民間委託検討部会の設置（H28.11) 

・先進都市の視察（H29.2 大阪府大阪狭山市 大阪府河内長野市） 

・平成 29 年度 PPPPFI 推進のための案件（第１次）応募（H29.5） 

・上記案件の採択（H29.6） 

・下水道管路施設包括的民間委託（改築事業含む）に係る情報整備等 

・支援業務委託の実施（H29.7~ 下水道新技術機構） 

 現在に至る 

 

1.6 当該事業の発案経緯 

・下水道に起因する事故の発生により、下水道管路施設の老朽化対策が急務になっている→予防保全型

への移行が重要 

・下水道中長期経営計画及び SM 計画の策定に伴い、財源不足・人員不足が発生→これらの課題解決の

ために官民連携の模索 

 

１．下水道を起因とする道路の陥没発生 現時点で年間 39 箇所の陥没発生率、被害想定額は年間 1 億 4

千万円を想定 

２．平成 28 年度からの 10 ヵ年計画 調査・点検 560km 改築・更新 70km 

   ⇒ 調査･点検 年間 1.3 億円 改築・更新 年間 10 億円を予定 

３．人口 20 万以上の都市で事業費の総額が 10 億円以上の場合、ＰＰＰ／ＰＦＩの導入検討を義務化（内

閣府・国土交通省） 

 
1.7 検討体制の整備 

（1） 庁内の検討体制 

（担当部署名、役職、人数、専属であるか、その他関連する庁内の検討組織等） 

 

〇ストッマネジメント計画策定検討部会 

（関係各課 ３課１室 13 人 内訳 課長職 2 名 主幹職 2 名 担当 9 名） 

〇下水道管路の包括的民間委託検討部会 

（関係各課 ３課１室 14 人 内訳 課長職 3 名 主幹職 7 名 担当 4 名） 

（2） 検討経緯 

H28 包括的民間委託の基本検討業務（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 

H29 下水道管路施設包括的民間委託（改築事業含む）に係る情報整備等 

    支援業務（下水道新技術機構） 
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2 下水道管路施設マネジメントの外部化に向けた検討 

2.1 地方自治法の趣旨から 

地方自治法第 2 条第 14 項では、「地方公共団体は、その事務を処理するに当たっては、住民の福祉の

増進に努めるとともに、最小の経費で最大の効果を上げるようにしなければならない。」と規定している。

この規定に関する下級審裁判例※2 では、地方自治体は、事業の実施方法等について広範な裁量権を有し

ていて、事業の経費と効果等について、経費の多寡のみならず、様々な専門的、技術的観点から検討を行

い、より住民の福祉の増進に資する方策を選択することが期待されている。 

したがって、行政事務の外部化の手法としては、従来型の業務委託のほか、民間事業者がより主体的に

事業を実施する PFI 事業方式や指定管理者制度等官民連携事業に係る様々な手法があるため、各地方公

共団体においては、行政事務の外部化の手法について、多様な選択肢が存在する中から、行政事務の内容

や特性を勘案し、専門的・技術的観点から検討を加えて、最適な手法を選び出す必要がある。 

 

※2 下級審判決の案件は、「農業集落排水事業に係る建設費・維持管理費に関する分担金」の問題であり、

下水道も同様に排水事業の側面があることから参考にすべきと考える。 

 

＜参考資料＞ 

「平成 15（行ウ）36 農業集落排水維持管理分担金納入通知処分取消等請求訴訟事件 平成 16 年 1 月

29 日 名古屋地方裁判所 判決」 

第 3 当裁判所の判断 

2－(2)地方自治法第 2 条第 14 項適合性の判断枠組み 

 地方公共団体は、その財政面における能率性という意味での費用対効果を常に意識しながら住民の福

祉の増進等の目的の達成を図らなければならないとしても、会社等の私企業と異なり、専ら費用の節減

と収入の増加のみを目標とすべきものではないこともまた明らかであり、財政上の収入の増加には必ず

しもつながらない費用の投下であっても、広く地方公共団体の健全な発達又は住民の福祉の増進に寄与

するものであれば、同法 2 条 14 項にいう「効果を挙げ」たと評価し得るというべきである。 

同項の趣旨は、地方公共団体に対して、この意味における「効果」が同一であると見込まれる事業方式

が複数ある場合には経費が最小となる方式を、同じ経費を透過する場合にはより多くの「効果」を挙げる

ことが期待できる方式を選択すべきことを要求することにあると解される。また、経費額と「効果」の両

方が異なる複数の事業方式が存在するときは、経費の増差に対応する「効果」の増差を考慮して、動向の

趣旨を没却するような不当な選択を行った場合には違法性を帯びるというべきであるが、「効果」が必ず

しも金銭に還元することのできない様々な価値を含むものである以上、いわば１つの尺度で経費と効果

のそれぞれの増差を比較することは困難を伴うものであって、一般的には、そのような判断については、

専門的、技術的な観点から行政に広範な裁量が付与されていることは否定できないから、この裁量権を

逸脱ないし濫用したものと評価できる特段の事情が存する場合に限り、当該行政庁の判断が違法となる

と解すべきである。 
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2.2 管路施設の維持管理業務（改築事業を含む）に関する民間化の検討 

まず、管路施設の維持管理業務に改築事業を含めた事業（以下、「維持管理事業」という。）について、

どこまで民間化を進めることができるか、あるいは望ましいかを検討する。 

そこでは、各法律や制度等が守備範囲としているテリトリーを理解した上で、管路施設の維持管理事業

が置かれている状況を把握し、実務的な適用限界を見極める必要がある。 

まず、法令上の限界においては、「2.5.3(6)」で記載したように、下水道法のような公物管理法上、「公

物管理における事実行為を民間主体に事務委任することを禁じたものではない」としており、民間事業

者は、下水道管理者が行う権限を踏まえた上で、「下水道管路施設の建設や維持管理」という事実上の業

務（事実行為）を行うことができるとされている。 

「法令上の限界」については、住民の権利義務について定めたり、又は地方自治体の重要な施策に関す

る決定を行う等、住民の生活に直接間接に重大な関わりを有するような公の意思の形成に深くかかわる

業務は、一般的に民間化に適さないと考えられる。また、行政処分の多くは、公務員の身分を有するもの

が実施することが求められるが、指定管理者制度を始めいくつかの事務について民間事業者によること

が認められている。しかし、法律において特別の規定がない限り、行政処分を民間事業者が行うことはで

きない。 

また、「性質上の限界」については、最小費用で最大効果の原則から、民間化の効果を検討すると、表

-2 のとおり、「民間化のメリット・デメリット（ポジティブな表現化）」が分かってくる。 

 

表-2 民間化のメリット・デメリット（ポジティブな表現化） 

民間化の 

メリット 

① 財源の有効利用 民間事業者の弾力的な経営手法の活用により直営に比べて

経費の縮小が期待できる。 

② 事務処理の効率化 夜間・早朝の不規則な勤務など一般的な公務員の勤務形態に

なじまない業務や、短期的に多くの事務量を処理する必要が

ある場合には、人員体制等柔軟な対応ができる。 

③ 事務の高度化 地方自治体の有する情報、知識、技術だけでは目的の達成が

困難な業務に対し、高度な技術を持つ専門業者にゆだねるこ

とにより事務処理が迅速かつ的確に遂行されることが期待

できる。 

民間化の 

デメリット 

① 寡占化の可能性 特定の民間事業者のみにノウハウが蓄積されることにより、

競争原理が働かなくなる可能性がある。これにより、コスト

高騰の可能性もある。 

② 職員の能力の低下 担当者の知識、能力が低下し、民間事業者等への適切な監督

が行えなくなる可能性がある。 

 

2.3 本件の具体的な検討の流れ 

（1） 下水道管路維持管理業務の前提条件（経緯） 

下水道管路施設は、平成 27 年度末現在で約 47 万㎞に達し、国民、住民の福祉を増進するために必

要不可欠な、シビルミニマムの基盤施設（社会インフラ）となっている。また、管路施設の標準的耐用
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年数 50 年を経過している管路施設は約 1.3 万㎞あり、これが 10年後に約 5.3 万㎞、20 年後には約 13

万㎞に達する見込みである。 

柏市においては、「第 2章前提条件の整理」で記載したように、その傾向としては同様な状況にある

ため、今後 10～20 年後には、改築事業量が一気に増加し、ピーク時には膨大な事業費とその財源のニ

ーズが発生する恐れがあり、漫然と放置するのではなく、リスクとライフサイクルコストを低減するた

めの予防保全型維持管理により、管路網全体の長寿命化を図ることが重要である。この長寿命化を推進

できれば、改築事業量とそれに必要な財源の平準化を図ることができ、次世代に過大な負担を残さない

ような下水道経営に寄与することができる。また、管路施設の長寿命化を図り、改築事業の平準化を進

めるためには、計画・建設から維持管理・改築までのプロセスをマネジメントする（以下、「管路マネ

ジメント」という。）、すなわち PDCA サイクルを回す必要があるが、地方自治体が現在置かれている財

政面や体制面等の状況から、下水道管理者（地方自治体等）が単独で一連の流れをコントロールするこ

とが容易ではない（困難な）状況にある。 

そこで、このような管路施設のマネジメント（管路マネジメント）においては、前節のように、民の

力（ノウハウや創意工夫等）を活かした PPP/PFI 事業等の様々な官民連携事業（民間化）により、前述

の課題を打開しようという動きが出てきている。下水道施設の中では、下水処理場やポンプ場等の「施

設系」の施設の維持管理業務において、300 超の実績がある包括的民間委託事業が進んでいる。浜松市

では、下水道施設では初めて公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業がコンセッション方式で進

められている。 

ここに、下水道管路施設の維持管理業務の民間化、性能発注による民間化がなぜ進んでいないか（仕

様発注でも 18事例に留まる）を検討する際に、性能発注による包括的民間委託業務が進んでいる下水

処理場（施設系）維持管理業務に比して、同レベルの発注ができないのかという議論がなされることが

多いため、以下のようにこれまでの前提条件（経緯）を整理した。 

 

維持管理上の特性 

・ 下水処理場等の設備は、その個所数が約 2,200 箇所とその広がりが限定的で、磨耗対策・振動対

策等の保守点検がルーチン化されており、目視や聴音、振動等の五感による簡易な点検調査が可

能である。また、設備機器に関する他分野（製造、発電等）の管理手法からの応用が可能である。 

・ 管路施設は、約 47 万㎞と空間的に広がっており、一気の短期間には点検調査が容易ではない。耐

用年数の短い設備機器が中心の「施設系」に比して、管路施設では、管材や埋設条件等によって

は、長期的な供用が可能と認識されており、これらに対して供用期間中の高頻度の点検調査は不

経済と考えられている。一方、平成 27 年 5 月下水道法が改正され、著しい腐食のおそれのある

個所は 5年に 1回程度の頻度の点検が必要と明記された。 

・ 管路に関する情報データ（建設～維持管理・更新（廃棄）まで）が少なく、また下水道台帳が紙

ベースのデータしかない、あるいは電子情報化、データベース化も進んでいないのが現状である。 

・ 管路維持管理情報は、全区間を、短い期間内に繰り返し調査するのは効率的ではなく不経済であ

るため、優先度や重要度を考慮して、日常的維持管理業務よりも、ストックマネジメント計画策

定のため、又はストックマネジメント計画に基づく点検・調査業務が合理的である。 
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管路と処理場等の施設の受託候補（民間事業者）の特性 

・ 下水処理場の維持管理については、放流水質を要求水準の目標とする性能発注により運転管理さ

れていたことから、ノウハウや工夫を生かすことで、多くの民間事業者（約 300 事例）が育成さ

れてきている。 

・ 管路については、清掃や点検調査などが工種別に細切れに仕様発注されてきたことから、性能を

規定されて管理する経験（性能発注による履行）を有する業者が非常に少ない実情（18 事例）で

あり、包括委託の段階的な進展を図って、民間事業者の育成・発展期間も考慮する必要がある。 

・ 他方、性能発注へのジャンプも試行していく必要がある。 

 

（2） 下水道管路管理業務の特徴（目的、役割） 

下水道管路施設の維持管理業務（改築業務を含む）について、民間化（外部化）を目指す場合、必要

な業務（モジュール）※3を抽出してパッケージ化した包括的業務の体系（スキーム）をまとめると、下

図のとおりになる。ここでは、排水区域全体を 4地区に分割した事例を考える。 

 
※3 時限的に策定済・変更の「長寿命化計画」を含む 

図 2-1 下水道管理業務体系図 
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点検・調査工については、効率的な点検・調査手法や施工により①コストを縮減することが要件とな

る。点検・調査工に基づき、健全度（緊急度）評価、ストックマネジメント計画を策定し、それに従い

修繕・改築業務を順次行うが、ここでは②予防保全型業務の考え方が重要であり、計画的に改築業務を

進めて、リスクの原因を除去することにより、道路陥没等の事故等インシデントを未然に防いで、リス

クの発生※4を削減することが要件となる。 

日常管理業務においては、維持管理計画、又はストックマネジメント計画に基づき、対象区域の巡

視・点検を行い、清掃を実施し、修繕業務を行う。巡視・点検結果や、清掃により得られた情報は健全

度（老朽度）評価にフィードバックすることで、精度の高いストックマネジメント計画の策定・見直し

に寄与する。ここでは、②事故等インシデントを減少させて、緊急時対応を可能な限り削減することが

要件となる。 

緊急時対応においては、③その解決時間を短くすることが重要で、下水道の使用停止・制限等を縮減

してリスクを低減し、住民に不便をかけないという「住民サービスの向上」が要件となる。 

以上より、下水道管路施設の維持管理業務において、民間化を図る場合の包括的業務（性能発注によ

るパッケージ化）を実施するための要件は、以下にように集約できる。 

① 効率的な作業による業務コストの縮減 ⇒「コスト縮減」 

② 予防保全型維持管理（改築を含む）の考え方により事故発生防止（未然防止） 

⇒「リスクの削減」 

③ 住民サービスの向上 ⇒「柔軟性向上」 

したがって、下水道管路施設の維持管理業務（改築業務を含む）において、民間化（外部化）を推進

するに当たっては、想定される業務内容に応じて、下図のとおり、上記 3 点の要件を集約した 2 点の

要件を最大限引き出すこと、特にリスクの削減に向けた「リスク・アウトカム目標」を達成できる複数

のモジュールをパッケージ化した包括的業務を構築するため、種々のモジュールに対応できる専門業

者から成るコンソーシアム（企業連合）に民間委託することが合理的と考えられる。また、次項のとお

り、この包括的民間委託事業体（コンソーシアム）には、持続可能な下水道サービスを提供し続けられ

るよう、管路マネジメントの「PDCA サイクル」を回すために貢献することが求められる。 

下水道管路施設における包括的民間委託事業の基本的な仕組みは、複数年契約の仕様発注であるが、

アウトカム指標※５の達成を業務指標の目安とする「性能発注」では、リスクを削減するためにリスク

の原因となる老朽化・損傷等したスパンを建て替える、「改築業務」が加えられる。したがって、要求

水準の達成を目指す「性能発注」による下水道管路施設における包括的民間委託事業においては、①

計画的業務、②問題解決業務、③住民対応等業務、災害対応業務に、改築業務がモジュールとして加

わることになる。 

 
※4 リスクの大きさ=リスクの発生確率×リスクの影響度（被害額、損失額） 

  ※５ 下水道管路の維持管理業務を予防保全的に実施することによる業務成果を示した指標である。

例えば，道路陥没件数，閉塞による溢水件数，苦情件数などが挙げられる。 
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図 2-2 アウトカム項目発生要因推定フロー 

 

＜参考資料＞ 

アウトカム目標を達成するための計測項目の設定 

 一般的に、アウトカム指標として設定される事象を誘発する要因としては、Ⅰ外的要因、Ⅱ管路

健全度（老朽化度）、Ⅲ発生事象（Ⅰ及びⅡにより生ずる事象）がある。 

 アウトカム項目は、地方自治体（下水道管理者）の特質（地域特性や環境条件等）により選定し

ていく必要がある。 

 アウトカム項目は、一般的に、要求水準書の管理目標として設定され、ユーザー等利害関係人（ス

テークホルダー）の満足度を高める（享受する）サービス内容、あるいはステークホルダーのリ

スクを回避・低減するものを表している。目標達成が評価できるように、アウトカム項目が計測

管理できる数値が必要である。 

 そこで、Ⅰ～Ⅲの中から計測可能な項目、状態監視が可能な項目を選定する必要がある。 

⇒健全度（緊急度）、雨天時浸入水、常時浸入水等※6が考えられる。 

⇒流量計等を設置することで、状態観測が可能なものに浸入水量（常時・雨天時（I&I））がある。 

 

（3） 戦略的な管路マネジメントサイクルの推進 

戦略的な管路マネジメントサイクルのビジネスプロセスは、限りある経営資源（資産（モノ）を前提

に、ヒト、カネ、情報、時間）を上手に活用するためには、PPP/PFI 事業等官民連携事業、中でも、管

路施設の包括的民間委託事業が推進されることが考えられる。 

そこで、戦略的に管路マネジメントを進めるためには、下図のとおり、ベースライン情報を追加した
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PBDCA サイクル※7 に基づき、管路施設の包括的民間委託事業のプロポーザル内容を見直して最適化を

図り、下水道サービスの向上やコスト縮減、パフォーマンス評価方法、いわゆる「ルーブリック」※8を

改善することが肝心である。さらに、第三者機関等によるモニタリング・評価支援に係るパフォーマン

ス評価※9（プロセス評価）に基づき管路施設の包括的民間委託事業を継続的に変革・改善していくこと

が重要である。これにより、新たなサービス水準、アウトカム目標、技術水準等を設定し、民のノウハ

ウや創意工夫等を活かし、インセンティブが働くようにカスタマイズ（必要なモジュールのパッケージ

化）された「性能発注」に係る要求水準書の策定、適切なリスク分担を図ることにより、高い VFF を達

成することができると考えられる。 

なお、管路施設の包括的民間委託事業では目標と成果（パフォーマンス）との関係を系統立てて整理

するため、アウトカム指標、アウトプット目標※10、インプット目標※11として定量化して目標達成を評

価するとともに、個々の事業に係る部分最適が事業全体に係る全体最適にどのように寄与（貢献）して

いるかパフォーマンス評価をすることにより、本事業の継続的な変革・改善、ビジネスプロセス・リエ

ンジニアリングを進めることができると考えられる。 

 

※6浸入水とは、汚水以外で計画論上見込まれていない排出量で、汚水管に浸入してくるもの。 

※7ここでは、PDCA サイクルに発注者と受注者が共通認識を持つべき「Baseline」（管路網の劣化度・

老朽度）を加えて PBDCA サイクルと呼ぶ。 

※8モニタリング・評価に用いる「評価基準表」で、通常、公募時に公表される。 

※9 業務に関する技術や経験、ノウハウを使いこなす（活用・応用・総合する）ことを求める評価方

法。業務において克服すべき課題を設定し、ルーブリックにより評価基準を明確化して、業務の

遂行レベルや実施状況、業務を通じて得られた重要な技術やノウハウ等の吸収・活用の度合いを

評価するもの。また、受託者にとっては、契約時に予測しえない事象によりアウトカム目標が達

成されないリスクを抱えているが、業務の実施過程を評価することにより、業務全体を適正に評

価するものである。 
※10アウトカム指標を達成するために、受託者が技術提案する改築等の業務量。 

※11委託者が業務内容、場所、数量等の仕様を具体的に受託者へ指示する業務量。 
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図 2-3 管路施設の包括的民間委託事業スキームの PBDCA サイクル 

 

（4） 性能発注に当たっての留意点 

性能発注にあたっての公共側と民間側の役割（業務）分岐点としては、下図のとおり、公共側で健全

度評価（緊急度の評価・判定）を行って、「アウトプット目標」を要求水準書※12に条件明示し、その目

標達成に向けて、民間側からの包括的かつ具体的な技術提案により包括的民間委託事業を構築するこ

とが考えられる。 

※12例えば、緊急度Ⅰ：Aスパン、〇〇km、緊急度Ⅱ：bスパン、〇〇km 

 

 

図 2-4 官民連携事業における分岐点案 
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（5） 発注形態とビジネスモデルのレベル（水準） 

前述のとおり、社会インフラ、中でも管路施設のマネジメントは、管路資産の健全度を診断し、劣化

した管路資産の維持管理計画やストックマネジメント（改築計画を含む）を策定し、管路資産から最大

減の効用（サービス水準の向上）を引き出すように管路マネジメントサイクルを回すことを目的として

いる。 

一方、管路施設において包括的民間委託を実施する場合、対象とする地方自治体（下水道管理者）に

おけるベースラインの把握状況や自治体の規模等を考慮して、下表のとおり、モニタリングが可能であ

ることを前提に、仕様発注と性能発注を適切に組み合わせた業務とすることが重要である。 

例えば、ベースラインの把握が進んでいない自治体においては、初期は仕様発注で、ベースラインの

把握を行う（下図を参照）。これによりベースラインの把握が進んできた際には、性能発注を組み合わ

せた発注方式へ段階的にステップアップ（移行）していくこと（レベル１→２→３→４）が考えられる。

また、合理的なアウトカム目標と整合性が取れた性能発注形態（※13ビジネスモデル）が構築できれば、

一気（画期的）にレベル４にジャンプして施行を図ることができる。 

このように、包括的業務に占める性能発注の比重が大きくなれば、地方自治体のマネジメント力を勘

案した場合、アドバイザリー業務の比重は小さくなる傾向となると考える。 

したがって、管路マネジメントの PDCA サイクルを回していくため、仕様発注から性能発注にレベル

アップしていける、管路施設の包括的民間委託事業に最適なビジネスモデルを構築することが重要で

ある。 

 

 

※13ここで言うビジネスモデルとは、PBDCA サイクル（図 2-3 参照）における B（ベースライン情報を 

調査・開示するプロセス）のプロセス及びアウトカム指標の内容に応じて設定される事業スキームを 

指す。上記のとおりレベル１からレベル４まで設定されている。 

・レベル１：仕様発注と性能発注を組み合わせた事業スキーム。レベル 1は、仕様発注により管路調 

査及び緊急度の判定を行う地区と、性能発注による改築事業を実施する地区から構成される。ま 

た、管路調査を行ったエリアは次期包括において改築対象エリアとなる。（P.17 参照） 

・レベル２：DB（デザインビルド）タイプ。調査から改築までの一連の業務を実施する。委託者が開

示するスクリーニング情報を基に改築提案を行い、契約後、受託者は調査を行い緊急度の判定、改

築を実施する。（P.19 参照） 

  ・レベル３：レベル２に「浸入水量」を指標等として加えたモデル。「浸入水量の現状維持」を指標 

として追加する、もしくは、浸入水量をモニタリングのツールとして利用することにより、受託 

者の適正な業務履行を促す。（P.21 参照） 

・レベル４：「浸入水量の削減」のみを指標とするモデル。委託者は「浸入水量の削減」の指標のみ 

を提示し、受託者は指標を達成するための様々な技術提案を行う。（P.22 参照） 
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以下に、仕様発注から性能発注への段階的な組み合わせ、最適な導入レベル（ビジネスモデル）へ 

の取組みについて記述する。 

 

図 2-5 発注支援の形態とビジネスモデルのレベル（アップ） 

 

表-3 ビジネスモデルのレベルと要求水準書（モニタリング可能を前提） 

ビジネス 

モデルの 

レベル 

業務内容 

要求水準書（モニタリング指標） 

アウトカム 

評価 

プロセス 

評価 

アクション 

評価 

アウトプット 

評価 

現況 仕様発注    ○ 

1 
仕様発注と性能発注の 

混合型 
○ ○ ○ ○ 

2 
性能発注 

（デザインビルド型） 
○ ○ ○ ○ 

3 
性能発注 

（包括指標の追加） 
○ ○ ○ ○ 

4 
性能発注 

（包括指標のみ） 
○   （○） 

 

2.4 今回の導入可能なビジネスモデルの検討 

改築業務を含めて性能発注することを前提に、業務内容のパッケージ化を検討することにより、民間事

業者のノウハウや創意工夫等を引き出すことを目指す。性能発注部分のルーブリック（評価基準表）はア

ウトカム目標とアウトプット目標の達成のためにどのようなプロセスを実行したか、そのパフォーマン
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スを評価することを基本的な枠組みとする。今期の改築業務の対象エリアの緊急度判定は、前項のとお

り、官側で行うが、次期の対象エリアに関するベースライン設定のためには緊急度の判定に必要な点検

調査を盛り込む必要がある。 

管路の点検調査、中でもテレビカメラによる詳細調査から得られた劣化状態の情報を分析し、緊急度の

判定を行って、緊急度ⅠとⅡは対応策を講じることになる。この対応策を財源や施工性等を踏まえた中

期計画的な観点から効率的に進めるため、実施の優先順位を選定することが重要である。なお、優先順位

を踏まえて選定された管路網を対象に、複数年契約、性能発注を基本とする管路施設の包括的民間委託

事業では、緊急度の評価・判定時点から業務委託契約終了まで 5年以上の期間がある場合、緊急度ⅠとⅡ

は改築対象となり、民間事業者に対して、性能発注する前提とする「技術提案」を募る必要がある。 

また、次期の「点検調査に基づくストックマネジメント計画策定する区域」が想定されている場合、既

に調査結果、あるいはストックマネジメント計画に基づく「性能発注区域（レベル 1）」と「仕様発注区

域（レベル 0）」を併合して発注することが構想される。 

なお、ここでは、「仕様発注」部分しかない包括的民間委託事業をビジネスモデルのレベル 0としてい

る。 
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2.5 【性能発注型のビジネスモデルの提案】 

（１）レベル１（仕様発注と性能発注の混合型） 

民間の工夫・ノウハウの引出しは考慮せず、業務内容のパッケージ化を検討。ルーブリックは日常管理

業務評価を基本とする枠組み。ベースライン設定には緊急度の判定に必要な調査費を確保。さらに、健全

度にインセンティブを付ける場合は健全度の事後評価が必要となる。 

 

図 2-6 レベル１ 
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〈参考〉レベル１の発注方法のイメージ 

 

 

〈参考〉大阪狭山市の既発注方法 

 

※1 時限的に策定済・変更の「長寿命化計画」を含む 
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（３）レベル２（デザインビルド型） 

ベースライン設定をスクリーニング調査に基づくこととすることでコスト縮減を図り、詳細調査と健

全度評価を含めて以降を民間に委ねる。詳細調査箇所の選定は民間に委ね、詳細調査過程や健全度評価

過程をルーブリック評価。レベル１と比較し、調査から日常管理・改築業務まで包括に含めることで民間

の工夫・ノウハウを活かして効率性は上がるが、履行監視・評価は定性的評価が中心となる。第三者機関

の役割が期待される。 

 
図 2-7 レベル２ 

 

  



20 

〈参考〉 

 

※1 時限的に策定済・変更の「長寿命化計画」を含む 
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（５）レベル３（包括指標の追加） 

ベースライン設定をスクリーニングと浸入水調査とし、包括的業務の契約期間中、状態観測として常時

浸入水量の観測を継続する。レベル２と比較して水量の状態観測が加わるため、民間企業に対する手抜

きができない要求水準となりインセンティブ効果はある。また、状態観測を行うことにより、履行期間中

に見える化が可能となり、一方では民間企業の力量（技術力や体制等）裁量が大きくなる。ただし、レベ

ル２と比較して浸入水調査の管理コストが増加する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8  レベル３ 
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（７）レベル４（包括指標のみ） 

ベースラインを浸入水量のみとするために、管理目標が明確になり管理コストが最小限となる。これま

で管理が行き届かなかった自治体、財政面（予算、人員等）に余裕の無い事業体には最適な手法となり得

る。 

※ 雨天時浸入水を指標としてストックマネジメント計画の策定につなげる手法を開発する（補助金を導

入するためには） 

 

図 2-9  レベル４ 
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（８）レベル５（発展系） 

 1)処理施設系との一体化（一括化） 

なお、雨天時浸入水対策では、管路側での根本的な削減を図る適応策と同様に、雨天時浸入水量の

増加により増水（溢水）リスクや処理経費の上昇で苦しむ下水処理場での緩和策が必要である。 

そこで、レベル４から発展した官民連携事業の発注方法（形態）としてのレベル５では、適応策を

進める管路施設に加えて、緩和策が求められる下水処理場の維持管理と一括化・一体化した包括的

民間委託事業が構想される。雨天時浸入水量の削減を指標として、管路施設に係る緩和策と並行し

た下水処理場側の適応策を推進すれば、管路施設の老朽化対策の進捗に合わせて、雨天時浸入水量

が減少することで、雨天時浸入水に係る下水処理場の管理費が削減できる。これらによれば、排水区

全体での一層民間事業者の裁量権・自由度が増すことやスケールメリットが働くこと等により、VFM

が増加し、下水道システム全体の包括的民間委託事業へのインセンティブ効果が大きくなり、PFI 事

業（コンセッション）化が図られると考える。 

 2)処理施設系との一体化（一括化） 

柏市のような流域関連公共下水道では、下水処理場を保有しないため、管路施設の維持管理と揚水

ポンプ場等の維持管理との一括化・一体化した包括的民間委託事業が構想される。雨天時浸入水量の

削減を指標として、管路施設の老朽化対策の進捗に合わせて、雨天時浸入水量が減少することで、雨天

時浸入水に係るポンプ場等の揚水運転管理費が削減できる。これらによれば、流域関連公共下水道排水

区での一層民間事業者の裁量権・自由度が増すことやスケールメリットが働くこと等により、VFM が増

加し、下水道システム全体の包括的民間委託事業へのインセンティブ効果が大きくなり、PFI 事業（コ

ンセッション）化が図られると考える。 

 

 3)処理施設系との一体化（一括化） 

管路施設の老朽化を放置した場合、道路陥没件数の増加、近接する他の地下埋設物への悪影響等が懸

念される。雨天時浸入水量を指標とした場合であれば、道路パトロールによる巡視点検等と連携して、

管路施設の損傷等の不具合箇所の発見とその原因を解消することにより、結果的に道路陥没件数の減

少、近接する他の地下埋設物への悪影響等の排除ができるものと考える。 

そこでは、管路施設の維持管理と道路施設の維持管理、あるいは近接して設置されることが多い水

道施設等の他のインフラの維持管理との一括化・一体化した包括的民間委託事業が構想される 
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2.6 レベルアップのストーリー（フロー） 

これまでに説明したビジネスモデルが発展的にレベルアップしていくストーリー（フロー）を次のとお

り示す。 

 

 

                                   図 2-10 

 

 

 

  



25 

（1） 性能発注【レベル 1】に求められる要求水準書の主なポイント（要点） 

要求水準書に規定する目標設定 

一般に、発注者が受託者に求めるサービス水準（達成すべきサービス目標）は、アウトカム目標（指

標）として計測可能な形式で表現して「要求水準書」に記載される。また、このアウトカム目標を達成

するための一連のアウトプット目標が示され、その達成に向けたプロセス（フレームワーク）が構築さ

れてパフォーマンスされることになる。 

なお、顧客やユーザーが享受するサービス水準であるアウトカムは、顧客やユーザーの立場に立った

パラメーターとして表示される必要がある。管路マネジメントでは、顧客やユーザーに不便をかけない

（下水道サービスを中断しない）という観点から、リスク管理水準のような「リスク・アウトカム」が

提案されている。(2.3.(2)参照) 

そこで、サービス水準が選定された場合、それを達成するための活動、すなわちパフォーマンスを達

成し、あるいは継続的改善がなされるが、それぞれのパフォーマンスが有機的に連動してサービス水準

の達成に収れんする必要があるため、モニタリングにおいてパフォーマンスの評価がなされる。 

アウトカム目標（指標）に対して、管路の劣化状況、プロセス（経営資源の配分・活用方法）の構築、

事業執行力等のアウトプットがどのように関係し、貢献するかを検討する必要がある。この関係性が分

かれば、アウトプット目標が達成度の評価、すなわちパフォーマンス評価のツールとして機能できる。 

 

管路施設の包括的民間委託事業に関する目標内容（案） 

ユーザー目線からのアウトカム目標を設定する場合、サービス水準として‘不便をかけない’（下水

道が使えない状態を削減する）とする観点からリスク・アウトカム指標が考えられる。 

管路施設に係る「日常的維持管理業務」（仕様発注形式）と「改築業務」（性能発注形式）がパッケー

ジされた包括的民間委託事業を想定した場合、主に次のような論点を検討することが重要である。 

 

① 最終段階のアウトカム指標、中間段階のアウトプット目標、初期段階のインプット指標を計量的

に測定できて、PDCA サイクルをモニタリング・評価できる必要がある。 

② 不確実性を有するリスク・アウトカム指標の達成だけを目標値とした場合、パフォーマンス評価

には的確性・合理性を欠く恐れがある。例えば、5ヵ年程度の契約期間では、リスクが発生しな

いことを見込んで民側が債務不履行リスクを負わない、すなわち契約業務を遂行しないケース

が考えられる。 

③ アウトカム指標に関する種々の不確定要因（マージンの考慮）を勘案して、パフォーマンス評価

が可能な中間段階のアウトカム指標を設定することが重要である。 

④ 仕様発注部分のインプット指標は、予防保全型として機能するが、インプット目標達成が必ずし

もアウトカム目標達成と明確な因果関係を有するとまでは言えないから、モニタリング・評価を

通じて、点検調査の頻度の見直しや修繕の重点化等継続的な維持管理業務（仕様発注の内容）の

改善・効率化につなげるものとする。 

⑤ リスク・アウトカム目標は、 5年程度のリスク事象の実績値の平均値が用いられる。不確実性

を有するリスク管理の観点からも、リスクをゼロにすることを求めていない。したがって、リス

ク・アウトカム目標を設定した場合には、リスクの発生に備えて緊急・応急対応することが賢明
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であり、二次被害が発生しないように迅速に駆けつけて処置する必要がある。そこで、緊急時対

応の迅速性という「アクション目標」を設定することが考えられる。 

 
表-4に、アウトカム目標やアウトプット目標の記載例と示すとともに、表-5 に、アクション指標や

パフォーマンス指標の記載例を示す。 

 

表-4 アウトカム目標やアウトプット目標の記載例 
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表-5 アクション指標やパフォーマンス指標の記載例 
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3 柏市における包括的民間委託の実施について 

 

3.1  サウンディング型市場調査について 

 「サウンディング型市場調査」とは、事業の内容・公募条件等を決定する前段階で、関係する民間事業

者と直接対話を行うことにより、民間事業者の意向を把握し、事業内容に関する諸条件の整理を行うも

のである。このことにより、民間事業者にとっても自らのノウハウと創意工夫を事業に反映し、参入しや

すい環境（公募条件）とすることができる。 

 また、下水道管路施設の包括的民間委託を実施することにより、特定の業務は複数年度の間、寡占状態

となるため、予め地元民間事業者から当該事業に対するコンセンサスを得ることは非常に重要となる。

このため、できる限り多くのサウンディング型市場調査を実施し、民間事業者の声を十分に反映させた

事業内容、公募条件等を整理する必要がある。 

 以下に、サウンディング型市場調査を踏まえた事業決定フローの案を示す。 
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3.2  サウンディング型市場調査結果を踏まえた事業範囲等についての検証 

今回の包括的民間委託の関心度、事業期間、業務内容等について、関係企業からの数度に亘るアンケ

ート調査及びヒアリング調査を実施したため、その結果及び結果概要を以下にまとめる。（全てのアンケ

ート調査結果及びヒアリング調査結果については、「参考資料１－１参照」。青字はヒアリングに伴う追

記箇所） 

 

3.3 民間市場調査対象業者の選定 

民間市場調査対象業者については、以下のとおり設定する。包括的民間委託の実績を有する全国規模の

管路施設メーカー、維持管理企業、コンサルタント及び水処理メーカー、地域の管路工事企業及び管路維

持管理企業を対象とする。 

表 6 民間市場調査対象業者一覧 

No 企業名称 備考 

全国の管更生メーカー 

1 A 社 〇〇〇工法（大口径管更生工法）の実績有り 

2 B 社 管路施設包括的民間委託の実績有り 

〇〇〇工法（大口径管更生工法）の実績有り 

〇〇〇協会（△△△工法（小中口径管更生工法））の賛助会員 

スクリーニング調査の実績有り（未洗浄状態の広角カメラ調査） 

全国の管路維持管理企業 

3 C 社 管路施設包括的民間委託の実績有り 

管路維持管理について全国展開している企業 

スクリーニング調査の実績有り（管口カメラ） 

〇〇〇技術協会（〇〇〇工法（小中口径管更生工法））の正会員 

〇〇〇協会（〇〇〇工法（小中口径管更生工法））の正会員 

4 D 社 管路維持管理について全国展開している企業 

〇〇〇協会（〇〇〇工法（小中口径管更生工法））の正会員 

建設コンサルタント 

6 E 社 管路施設包括的民間委託の実績有り 

水処理メーカー 

7 F 社 

地域の管路工事企業 

7 G 社 柏市建設業会の代表企業 

柏市建設業会の中に柏市内の管工事実施企業が含まれる 

地域の管路維持管理企業 

8 H 社 東葛地区連絡協議会の代表企業 

東葛地区連絡協議会の中に管路施設維持管理を実施する企業が含

まれる 

10 I 社 柏市内の下水道管路施設の清掃、管路内カメラ調査を主に実施 
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No 企業名称 備考 

11 J 社 柏市内の下水道管路施設の維持補修工事を主に実施 

12 K 者 柏市内の下水道管路施設の維持補修工事を主に実施 

13 L 社 柏市内の下水道管路施設の維持補修工事を主に実施 

14 M 者 柏市内の下水道管路施設の維持補修工事を主に実施 

 

3.4 民間市場調査結果 

(1) 第１回市場調査 

全国規模の管更生メーカー、管路維持管理企業、建設コンサルタント、水処理メーカー 

 

第１回市場調査は、予防保全型維持管理フロー、事業スキーム、事業範囲等について、民間事業者の意

見を確認する目的で、アンケート調査及びヒアリングにより実施した。アンケート調査票の様式及びア

ンケート調査説明資料については、参考資料１－１に示す。 

アンケート調査結果及びヒアリング結果の概要を以下に示す。 

 

表 7 第１回アンケート調査結果の概要 

項目 結果の概要 

１）予防保全型維持管

理フロー 

・改正下水道法にて義務化された「腐食する恐れのある箇所の点検」実施

を追加すべきという意見あり 

・飛ばし飛ばしの管口カメラでは不十分であり、管内をすべてみるスクリ

ーニング調査に変更して欲しいという意見あり 

２）事業導入スケジュ

ール 

・募集要項等公表から参加申請締切までは、最低 1 ヵ月間欲しいという意

見あり 

３）事業範囲 ・ケース１（予防保全的維持管理のみ５年）又はケース３（予防保全的及

び事後保全的維持管理の５年）が良い。 

・ケース１を希望する企業で、ケース３を選ばない理由は、40 万人規模の

自治体では事後対応は、自社では対応が困難という意見あり。また、自

治体主体で行うべきという意見あり。 

・ケース２、ケース４は事業期間が３年と短期のため選ばないという意見

あり。また、スクリーニング調査の単年度当たり業務実施数量が大きい

ため、困難という意見あり。 

４）業務範囲 ・腐食のおそれがある箇所を調査点検すべきという意見あり。 

・人孔調査を追加すべきという意見あり。 

・下水道台帳住民閲覧サービスは、事業範囲に含めることが適切という意

見が多い。開発業者の問い合わせ等は市の所掌としてほしいという意見

あり。 

５）業務委託費の精算 ・スクリーニング調査方法の基準は明確という意見が多い。 

・カメラ調査単価について精算はなく、調査基準は明確という意見が多い。 



31 

項目 結果の概要 

・改築・修繕・現状維持といった対策判定の基準は不明確という意見が多

い。 

・修繕単価は精算が必要という意見が多い。 

・改築設計単価の変動は生じないという意見が多い。 

・改築工事単価は、精算が必要という意見が多い。 

・修繕や改築の単価は精算となる要因が多いため、募集資料としてカメラ

調査結果の資料及びそれに基づく対策判定結果の提示が必要という意

見あり。なお、布設替えが必要となる箇所（たわみのある箇所）は、明

確化が必要という意見あり。 

・事後保全的維持管理は、上限数量・金額を定め、それ以上掛かる場合、

事後精算にすべきという意見がすべてである。 

６）民間事業者の創意

工夫ノウハウの活

用 

・スクリーニング調査手法や更生工法の選定は、自由度を保たして欲しい

という意見あり。 

・実施時期について自由度をもたせて欲しいという意見あり。 

・リスク分担の明確化が必要という意見あり 

・インセンティブとペナルティの明確化が必要という意見あり 

７）業務指標 ・道路陥没、苦情等は不可抗力要因もあるため、性能指標によるペナルテ

ィとするには条件面の精査が必要という意見あり 

８）本事業の応募資格

要件 

・予定技術者要件について、以下を追加した方が良いという意見あり。 

（ⅰ）総括責任者は、技術士（総合技術管理部門－上下水道）の資格を

有する者 

（ⅱ）総括責任者及び主任技術者の常駐有無の明確化 

（ⅲ）管路維持管理に関する業務は下水道管路管理主任技師、下水道管

路管理総合技士、下水道管路管理専門技士（調査・清掃）の要件の

追加 

・管路維持管理業務に係る地元利用は、一定の地元企業が実施するような

義務付けで支障無しという意見が多い。 

・管路工事に係る地元利用は、一定の地元企業が実施するような義務付け

で支障無しという意見が多い。 

 

アンケート調査結果及びヒアリング結果の詳細を次ページ以降に示す。 

 



32 

 第
１

回
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

一
覧

　
※

青
色

着
色

箇
所

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
に

伴
う

追
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．
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は
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有
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は
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す

る
た

め
、

以
下

の
よ

う
な

導
入

効
果

が
期

待
で

き
る

と
考

え
る

。
・
 発

注
事

務
を

簡
素

化
で

き
る

（
①

）
。

・
 ま

た
、

一
連

の
流

れ
を

一
つ

の
団

体
が

責
任

を
も

っ
て

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

業
務

の
流

れ
に

継
ぎ

目
が

生
ま

れ
な

い
（
②

）
。

・
 I
o
T
な

ど
の

民
間

が
有

す
る

最
新

技
術

を
駆

使
し

た
管

路
管

理
を

行
う

こ
と

で
、

従
来

よ
り

も
高

度
な

管
理

を
、

コ
ス

ト
を

抑
え

て
サ

ー
ビ

ス
提

供
す

る
こ

と
が

可
能

と
な

る
（
③

）
。

・
管

路
調

査
実

施
者

が
計

画
策

定
や

改
築

工
事

を
実

施
す

る
こ

と
で

各
種

作
業

を
効

率
的

に
実

施
で

き
る

・
調

査
に

よ
っ

て
把

握
し

た
管

路
の

状
況

を
計

画
や

設
計

、
工

事
に

反
映

さ
せ

る
こ

と
が

出
来

る
・
包

括
的

に
実

施
す

る
こ

と
で

、
改

築
工

事
を

計
画

的
に

完
了

し
、

住
民

へ
の

安
心

・
安

全
を

提
供

で
き

る
・
受

託
者

に
裁

量
権

・
自

由
度

を
付

与
す

る
こ

と
が

で
き

れ
ば

、
効

率
化

な
ど

の
点

で
効

果
が

期
待

で
き

る

＜
質

問
＞

工
事

の
実

施
時

期
や

工
法

・
手

法
選

定
に

自
由

度
は

ど
の

程
度

付
与

さ
れ

る
の

か
？

・
複

数
業

務
の

パ
ッ

ケ
ー

ジ
化

に
よ

る
コ

ス
ト

縮
減

が
期

待
で

き
る

・
複

数
業

務
の

パ
ッ

ケ
ー

ジ
化

に
よ

り
対

策
実

施
ま

で
の

期
間

が
短

縮
さ

れ
サ

ー
ビ

ス
水

準
が

向
上

す
る

・
改

築
・
修

繕
手

法
に

つ
い

て
手

法
が

指
定

さ
れ

て
い

な
い

た
め

民
間

の
創

意
工

夫
が

発
揮

で
き

る
　

（
現

時
点

に
お

い
て

）

本
来

、
調

査
業

務
、

計
画

業
務

、
修

繕
業

務
、

改
築

工
事

、
日

常
管

理
業

務
と

別
途

発
注

さ
れ

て
き

た
も

の
が

、
包

括
民

間
委

託
に

よ
り

一
括

か
つ

長
期

的
に

契
約

す
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。
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口
径

管
や

人
孔

深
が

深
い

箇
所

は
調

査
不

可
・
上

記
に

関
連

し
、

提
案

さ
れ

て
い

る
マ

ン
ホ

ー
ル

点
検

手
法

は
、

副
管

設
置

箇
所

や
高

落
差

部
は

確
認

が
困

難
で

あ
る

・
異

常
有

の
路

線
に

つ
い

て
全

て
清

掃
す

る
必

要
は

な
い ・
中

大
口

径
管

の
潜

行
目

視
に

つ
い

て
は

、
異

常
箇

所
の

み
の

写
真

撮
影

と
な

る
こ

と
が

一
般

的
で

あ
り

、
調

査
精

度
の

確
認

が
困

難
で

あ
る

（
道

路
陥

没
発

生
時

の
リ

ス
ク

分
担

に
も

課
題

が
残

る
）

改
正

下
水

道
法

に
て

義
務

化
さ

れ
た

「
腐

食
す

る
恐

れ
の

あ
る

箇
所

の
点

検
」
に

関
す

る
記

載
が

無
い

。

　
　

　
　

　
　

改
善

案
巡

視
か

ら
管

口
カ

メ
ラ

に
よ

る
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

と
並

行
し

て
、

改
正

下
水

道
法

に
て

義
務

付
け

ら
れ

た
「
腐

食
す

る
恐

れ
の

あ
る

箇
所

の
点

検
」
を

行
う

フ
ロ

ー
と

す
る

こ
と

を
提

案
す

る
。

・
指

定
さ

れ
て

い
る

手
法

に
加

え
、

そ
れ

と
同

等
以

上
の

効
果

が
確

認
で

き
る

手
法

の
提

案
を

認
め

る
等

、
受

託
者

へ
の

手
法

選
定

の
裁

量
権

・
自

由
度

を
付

与
す

る
こ

と
で

、
よ

り
大

き
な

効
果

が
期

待
で

き
る

と
考

え
ま

す
。

管
口

カ
メ

ラ
は

、
1
ス

パ
ン

が
1
0
m

で
あ

れ
ば

良
い

が
、

1
ス

パ
ン

が
5
0
m

で
あ

る
と

、
リ

ス
ク

が
高

い
。

飛
ば

し
飛

ば
し

の
調

査
で

は
、

腐
食

は
判

断
で

き
る

が
、

破
損

・
不

明
水

は
判

断
で

き
な

い
。

・
ス

パ
ン

全
体

の
状

況
を

把
握

可
能

な
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

手
法

を
導

入
す

る
・
管

路
内

調
査

前
は

洗
浄

と
す

る
・
中

大
口

径
も

Ｔ
Ｖ

カ
メ

ラ
調

査
と

す
る

巡
視

か
ら

管
口

カ
メ

ラ
に

よ
る

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
と

並
行

し
て

、
改

正
下

水
道

法
に

て
義

務
付

け
ら

れ
た

「
腐

食
す

る
恐

れ
の

あ
る

箇
所

の
点

検
」
を

行
う

フ
ロ

ー
と

す
る

こ
と

を
提

案
す

る
。

実
施

フ
ロ

ー
の

適
切

性

会
社

名

本
事

業
に

対
す

る
興

味
・
関

心

本
事

業
へ

の
参

画
意

向 民
活

手
法

導
入

の
有

効
性

希
望

す
る

事
業

方
式
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第
１

回
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

一
覧

　
※

青
色

着
色

箇
所

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
に

伴
う

追
記

箇
所

と
な

る
A

社
B

社
C

社
D

社
E
社

F
社

設
問

3
-
2
.

・
 現

地
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

を
行

う
前

に
、

リ
ス

ク
評

価
に

基
づ

く
「
机

上
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

」
を

行
っ

た
上

で
現

地
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

の
優

先
順

位
を

設
定

す
る

べ
き

と
考

え
る

。
・
 管

口
カ

メ
ラ

で
確

実
に

確
認

出
来

る
管

壁
面

上
の

破
損

や
劣

化
は

、
カ

メ
ラ

と
対

象
物

と
の

角
度

の
関

係
か

ら
、

対
象

口
径

が
φ

2
5
0
～

3
0
0
m

m
の

場
合

4
～

5
m

程
度

が
限

界
で

あ
る

。
人

孔
ス

パ
ン

が
3
0
m

と
仮

定
す

れ
ば

、
中

間
点

付
近

の
状

況
を

補
完

す
る

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
調

査
が

必
要

と
考

え
る

。
当

社
で

は
、

Ｂ
ダ

ッ
シ

ュ
で

報
告

さ
れ

て
い

る
電

気
伝

導
度

計
を

活
用

し
た

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
補

完
技

術
を

提
案

す
る

。

電
気

伝
導

度
計

を
活

用
し

た
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

補
完

技
術

と
は

、
B

-
D

A
S
H

で
管

清
工

業
が

開
発

し
た

も
の

で
あ

る
。

・
国

交
省

下
水

道
部

革
新

的
技

術
実

証
事

業
（
B

-
D

A
S
H

）
で

検
討

さ
れ

た
手

法
な

ど
が

想
定

さ
れ

ま
す

洗
浄

無
し

で
広

角
カ

メ
ラ

に
よ

り
調

査
す

る
手

法
と

な
る

。
国

費
対

象
と

な
る

管
路

施
設

を
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

の
み

で
改

築
す

る
の

は
困

難
で

あ
る

。

・
ス

パ
ン

全
体

の
状

況
を

把
握

す
る

こ
と

が
可

能
な

Ｋ
Ｐ

Ｒ
Ｏ

や
カ

メ
ラ

付
ノ

ズ
ル

（
美

写
）
を

採
用

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
（
ヒ

ア
リ

ン
グ

時
に

ご
提

案
さ

せ
て

頂
き

ま
す

）

・
 現

地
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

を
行

う
前

に
、

リ
ス

ク
評

価
に

基
づ

く
「
机

上
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

」
を

行
っ

た
上

で
現

地
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

の
優

先
順

位
を

設
定

す
る

べ
き

と
考

え
る

。
・
 管

口
カ

メ
ラ

で
確

実
に

確
認

出
来

る
管

壁
面

上
の

破
損

や
劣

化
は

、
カ

メ
ラ

と
対

象
物

と
の

角
度

の
関

係
か

ら
、

対
象

口
径

が
φ

2
5
0
～

3
0
0
m

m
の

場
合

4
～

5
m

程
度

が
限

界
で

あ
る

。
人

孔
ス

パ
ン

が
3
0
m

と
仮

定
す

れ
ば

、
中

間
点

付
近

の
状

況
を

補
完

す
る

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
調

査
が

必
要

と
考

え
る

。
当

社
で

は
、

Ｂ
ダ

ッ
シ

ュ
で

報
告

さ
れ

て
い

る
電

気
伝

導
度

計
を

活
用

し
た

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
補

完
技

術
を

提
案

す
る

。

４
．

事
業

導
入

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

設
問

4
-
1
.

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

設
問

4
-
2
.

適
切

で
あ

る
適

切
で

な
い

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

な
い

２
 ヶ

月
間

1
ヵ

月
は

準
備

期
間

、
残

り
1
ヵ

月
は

事
業

開
始

後
に

市
の

指
導

の
下

、
行

う
か

た
ち

で
よ

い
。

２
 ヶ

月
間

設
問

4
-
3
.

・
公

表
か

ら
質

問
受

付
ま

で
の

期
間

は
２

週
間

程
度

い
た

だ
け

る
と

有
難

い
で

す
・
業

務
開

始
後

の
引

継
ぎ

フ
ォ

ロ
ー

も
実

質
的

に
は

必
要

と
考

え
ま

す

＜
質

問
＞

・
事

業
者

選
定

に
当

た
っ

て
は

、
外

部
有

識
者

等
で

構
成

さ
れ

る
委

員
会

を
設

置
さ

れ
る

予
定

で
し

ょ
う

か

参
加

申
請

の
際

、
登

記
簿

謄
本

の
写

し
の

準
備

、
ハ

ン
コ

集
め

（
J
V

が
多

い
場

合
）
、

社
内

稟
議

に
よ

る
承

認
な

ど
が

必
要

と
な

る
た

め
、

募
集

要
項

等
公

表
か

ら
1
ヵ

月
程

度
は

参
加

申
請

ま
で

期
間

が
欲

し
い

５
．

事
業

範
囲

設
問

5
-
1
.

ケ
ー

ス
３

：
予

防
保

全
的

及
び

事
後

保
全

的
維

持
管

理
５

年
ケ

ー
ス

１
：
予

防
保

全
的

維
持

管
理

５
年

ケ
ー

ス
３

：
予

防
保

全
的

及
び

事
後

保
全

的
維

持
管

理
５

年
ケ

ー
ス

１
：
予

防
保

全
的

維
持

管
理

５
年

ケ
ー

ス
３

：
予

防
保

全
的

及
び

事
後

保
全

的
維

持
管

理
５

年
ケ

ー
ス

１
：
予

防
保

全
的

維
持

管
理

５
年

　
　

　
　

　
　

民
間

技
術

を
活

か
し

た
効

率
的

な
事

業
を

実
施

す
る

た
め

に
は

、
ケ

ー
ス

３
の

最
大

範
囲

を
設

定
す

る
こ

と
が

有
効

と
考

え
る

。
た

だ
し

、
頂

い
た

仕
様

書
に

は
リ

ス
ク

分
担

に
関

す
る

標
記

が
皆

無
で

あ
り

、
こ

れ
で

は
民

間
企

業
に

リ
ス

ク
が

大
き

過
ぎ

る
た

め
、

契
約

時
期

ま
で

に
は

ご
検

討
の

上
、

明
示

頂
き

た
い

。

コ
ン

サ
ル

や
メ

ー
カ

ー
、

地
元

会
社

と
J
V

で
実

施
す

る
こ

と
を

考
え

て
い

る
。

事
業

期
間

、
事

業
規

模
の

面
か

ら
、

魅
力

が
あ

る
と

考
え

ま
す

自
社

の
得

意
領

域
を

活
か

す
こ

と
が

で
き

る
業

務
内

容
で

あ
る

と
考

え
ま

す

・
事

業
期

間
が

5
年

と
長

期
で

あ
る

た
め

・
事

業
規

模
が

大
き

い
た

め

緊
急

対
応

が
含

ま
れ

る
業

務
は

あ
ま

り
事

例
が

な
く
、

弊
社

は
青

梅
市

の
み

で
実

績
が

あ
る

。
現

在
、

緊
急

の
詰

ま
り

は
年

間
0
件

と
な

っ
て

い
る

。
5
年

で
1
周

予
防

清
掃

し
て

い
る

。
危

険
箇

所
を

マ
ッ

プ
に

落
と

し
て

デ
ー

タ
化

し
て

い
る

。
詰

ま
り

は
予

防
保

全
に

よ
り

防
止

で
き

る
。

J
V

を
組

め
る

地
元

企
業

が
あ

れ
ば

、
一

緒
に

実
施

す
る

こ
と

を
基

本
と

し
て

い
る

。

民
間

技
術

を
活

か
し

た
効

率
的

な
事

業
を

実
施

す
る

た
め

に
は

、
ケ

ー
ス

３
の

最
大

範
囲

を
設

定
す

る
こ

と
が

有
効

と
考

え
る

。
た

だ
し

、
頂

い
た

仕
様

書
に

は
リ

ス
ク

分
担

に
関

す
る

標
記

が
皆

無
で

あ
り

、
こ

れ
で

は
民

間
企

業
に

リ
ス

ク
が

大
き

過
ぎ

る
た

め
、

契
約

時
期

ま
で

に
は

ご
検

討
の

上
、

明
示

頂
き

た
い

。

事
業

期
間

が
妥

当
で

あ
る

管
口

カ
メ

ラ
調

査
以

外
の

ｽ
ｸ
ﾘｰ

ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ調

査
手

法

募
集

要
項

等
公

表
か

ら
事

業
提

案
書

受
付

の
期

間
（
3
ヵ

月
）

市
か

ら
の

引
継

期
間

（
1
ヵ

月
）

「
イ

　
適

切
で

な
い

。
」

と
回

答
し

た
場

合
何

ヶ
月

が
適

切
か

。

会
社

名

事
業

導
入

ｽ
ｹ
ｼ
ﾞｭ

ｰ
ﾙ

に
関

す
る

自
由

意
見

適
切

な
事

業
ス

キ
ー

ム 最
適

な
ケ

ー
ス

と
し

て
選

ん
だ

理
由
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第
１

回
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

一
覧

　
※

青
色

着
色

箇
所

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
に

伴
う

追
記

箇
所

と
な

る
A

社
B

社
C

社
D

社
E
社

F
社

  
  
  

  
  
 

・
住

民
と

の
窓

口
と

な
る

事
後

対
応

業
務

は
、

こ
れ

ま
で

築
か

れ
た

「
市

と
住

民
と

の
良

好
な

関
係

性
」
を

維
持

す
る

た
め

に
も

、
自

治
体

主
体

で
行

う
こ

と
が

望
ま

し
い

と
考

え
ま

す
・
ま

た
、

人
口

規
模

か
ら

き
わ

め
て

多
く
の

問
い

合
わ

せ
が

想
定

さ
れ

、
対

応
人

材
確

保
の

面
で

対
応

が
難

し
い

と
考

え
ま

す

4
0
万

人
規

模
で

あ
る

と
、

対
応

が
非

常
に

多
い

。
堺

市
は

、
事

後
対

応
の

量
が

非
常

に
多

い
と

聞
い

て
い

る
。

た
だ

し
、

エ
リ

ア
を

分
け

て
発

注
し

て
い

る
。

事
後

保
全

型
維

持
管

理
が

含
ま

れ
る

と
、

他
の

業
者

と
組

む
こ

と
に

な
る

。

・
事

業
期

間
が

3
年

と
短

期
で

あ
る

た
め

・
ケ

ー
ス

4
は

単
年

当
り

の
業

務
実

施
量

が
多

く
、

調
査

精
度

が
低

下
す

る
可

能
性

が
あ

る
た

め
・
苦

情
処

理
、

緊
急

対
応

は
事

業
範

囲
に

取
り

入
れ

る
べ

き
と

考
え

る
た

め

苦
情

等
の

対
応

に
つ

い
て

、
民

間
業

者
で

は
住

民
と

の
ト

ラ
ブ

ル
が

起
こ

り
や

す
い

。

設
問

5
-
2
.

・
受

託
業

務
の

範
囲

に
つ

い
て

、
調

査
業

務
お

よ
び

改
築

業
務

の
対

象
に

マ
ン

ホ
ー

ル
本

体
も

加
え

る
と

良
い

と
考

え
ま

す

維
持

管
理

報
告

書
が

使
わ

れ
な

い
の

は
も

っ
た

い
な

い
た

め
、

そ
れ

を
台

帳
デ

ー
タ

に
入

れ
る

作
業

を
事

業
範

囲
に

含
め

る
の

は
良

い
（
維

持
管

理
台

帳
が

あ
る

場
合

）
。

・
ケ

ー
ス

に
も

よ
る

が
、

修
繕

・
改

築
実

施
箇

所
が

多
い

た
め

、
問

題
解

決
型

と
し

て
雨

天
時

浸
入

水
（
不

明
水

）
対

策
も

事
業

範
囲

に
入

れ
て

も
良

い
と

思
わ

れ
る

（
本

管
ラ

イ
ニ

ン
グ

、
部

分
補

修
、

取
付

管
布

設
替

え
、

蓋
交

換
に

よ
り

少
な

か
ら

ず
雨

天
時

浸
入

水
は

削
減

さ
れ

る
と

思
わ

れ
る

）

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
調

査
は

、
半

年
で

4
0
km

が
目

一
杯

で
あ

る
。

１
年

フ
ル

で
も

6
0
～

7
0
km

が
限

界
で

あ
る

。
管

口
カ

メ
ラ

は
1
0
m

程
度

が
限

界
で

あ
る

。
真

ん
中

が
見

え
な

い
管

の
リ

ス
ク

は
、

民
間

は
負

え
な

い
。

コ
ス

ト
は

管
口

カ
メ

ラ
よ

り
高

い
が

、
国

の
交

付
金

が
入

ら
な

い
事

業
で

あ
れ

ば
、

こ
の

調
査

結
果

の
映

像
で

改
築

が
で

き
る

。
補

助
を

と
る

上
で

は
、

詳
細

調
査

（
広

角
カ

メ
ラ

）
が

必
要

。

６
．

事
業

期
間

設
問

6
-
1
.

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

７
．

業
務

範
囲

設
問

7
-
1
.

適
切

で
な

い
適

切
で

な
い

適
切

で
な

い
適

切
で

あ
る

適
切

で
な

い
適

切
で

あ
る

　
　

　
　

　
　

①
 民

間
最

新
技

術
（
Io

T
等

）
を

用
い

た
効

率
的

な
管

理
に

よ
る

管
理

の
高

度
化

の
実

現
②

 腐
食

の
恐

れ
が

あ
る

箇
所

の
調

査
点

検
フ

ロ
ー

の
追

加

①
に

つ
い

て
は

、
高

度
な

技
術

を
利

用
し

て
事

業
を

実
施

す
べ

き
と

い
う

こ
と

で
、

想
定

す
る

業
務

項
目

は
な

い

マ
ン

ホ
ー

ル
本

体
の

対
象

施
設

へ
の

追
加

・
定

例
会

の
開

催
・
人

孔
調

査

仕
様

書
で

は
中

に
入

ら
な

い
で

点
検

す
る

内
容

と
な

っ
て

い
た

た
め

、
人

孔
内

に
入

っ
て

調
査

す
べ

き
。

人
孔

内
調

査
と

全
線

の
調

査
の

セ
ッ

ト
の

方
が

よ
い

。
飛

び
飛

び
で

あ
る

と
、

把
握

が
困

難
。

結
局

最
後

に
飛

ば
し

た
管

路
の

調
査

を
ま

た
や

る
こ

と
に

な
る

。
見

て
い

な
い

箇
所

の
リ

ス
ク

は
負

担
で

き
な

い
。

定
例

会
は

非
常

に
大

事
で

あ
る

た
め

、
実

施
し

て
欲

し
い

。

①
 民

間
最

新
技

術
（
Io

T
等

）
を

用
い

た
効

率
的

な
管

理
に

よ
る

管
理

の
高

度
化

の
実

現
②

 腐
食

の
恐

れ
が

あ
る

箇
所

の
調

査
点

検
フ

ロ
ー

の
追

加
③

 長
寿

命
化

計
画

の
策

定
・
申

請
業

務
④

 雨
水

管
理

計
画

の
策

定
⑤

 下
水

道
台

帳
の

デ
ー

タ
修

正
（
更

新
）

①
 現

在
の

仕
様

書
で

は
、

通
常

業
務

の
組

合
せ

で
し

か
無

く
、

民
間

技
術

を
活

か
す

機
会

が
無

い
か

ら
②

 改
正

下
水

道
法

に
対

応
し

て
い

な
い

か
ら

管
路

調
査

時
に

人
孔

調
査

も
可

能
で

あ
り

，
人

孔
も

管
路

と
一

体
で

対
応

で
き

る
場

合
は

，
そ

う
し

た
ほ

う
が

効
率

的
で

あ
る

と
考

え
ま

す

・
発

注
者

と
の

情
報

共
有

お
よ

び
各

種
業

務
の

履
行

状
況

と
実

施
方

針
な

ど
を

確
認

す
る

た
め

・
対

策
手

法
の

選
定

に
当

り
、

地
上

部
か

ら
の

目
視

の
み

で
は

異
常

の
程

度
や

対
策

範
囲

の
確

認
が

で
き

な
い

た
め

①
 現

在
の

仕
様

書
で

は
、

通
常

業
務

の
組

合
せ

で
し

か
無

く
、

民
間

技
術

を
活

か
す

機
会

が
無

い
か

ら
②

 改
正

下
水

道
法

に
対

応
し

て
い

な
い

か
ら

③
 ス

ト
マ

ネ
計

画
に

基
づ

い
た

改
築

を
行

う
た

め
に

は
、

長
寿

命
化

計
画

の
策

定
が

必
須

に
な

る
た

め
④

 雨
水

管
路

施
設

も
業

務
対

象
と

な
っ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

雨
水

管
理

計
画

の
策

定
（
見

直
し

）
も

必
要

に
な

る
と

考
え

ら
れ

る
か

ら
⑤

 日
常

の
巡

視
・
点

検
な

ど
の

業
務

を
行

っ
て

い
く

な
か

で
、

下
水

道
台

帳
の

記
載

さ
れ

て
い

る
施

設
諸

元
（
取

り
付

け
管

や
桝

の
位

置
、

管
径

な
ど

）
が

間
違

っ
て

い
る

こ
と

が
多

数
あ

る
と

想
定

さ
れ

る
た

め

  
  
  

  
  
 

（
業

務
で

は
な

い
が

）
短

期
改

築
・
修

繕
計

画
策

定
に

当
た

り
、

修
繕

・
改

築
の

必
要

性
を

判
断

す
る

指
標

と
し

て
「
緊

急
度

Ⅰ
・
Ⅱ

」
が

掲
載

さ
れ

て
い

る
が

、
こ

れ
に

限
定

せ
ず

、
「
修

繕
・
改

築
の

必
要

性
を

判
断

す
る

指
標

を
用

い
て

」
に

文
言

を
訂

正
し

て
頂

き
た

い
。

各
種

調
査

業
務

に
お

け
る

技
術

・
手

法
の

記
載

（
手

法
指

定
の

解
除

）
（
業

務
で

は
な

い
が

）
短

期
改

築
・
修

繕
計

画
策

定
に

当
た

り
、

修
繕

・
改

築
の

必
要

性
を

判
断

す
る

指
標

と
し

て
「
緊

急
度

Ⅰ
・
Ⅱ

」
が

掲
載

さ
れ

て
い

る
が

、
こ

れ
に

限
定

せ
ず

、
「
修

繕
・
改

築
の

必
要

性
を

判
断

す
る

指
標

を
用

い
て

」
に

文
言

を
訂

正
し

て
頂

き
た

い
。

会
社

名

業
務

項
目

の
適

切
性

「
適

切
で

な
い

」
と

し
た

場
合

の
追

加
業

務

追
加

業
務

の
理

由

そ
れ

以
外

の
ケ

ー
ス

を
選

ば
な

か
っ

た
理

由 ケ
ー

ス
１

か
ら

ケ
ー

ス
４

ま
で

以
外

の
よ

り
良

い
事

業
ス

キ
ー

ム

事
業

期
間

の
適

切
性

「
適

切
で

な
い

」
と

し
た

場
合

の
削

除
業

務
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第
１

回
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

一
覧

　
※

青
色

着
色

箇
所

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
に

伴
う

追
記

箇
所

と
な

る
A

社
B

社
C

社
D

社
E
社

F
社

修
繕

・
改

築
の

必
要

性
を

判
断

す
る

指
標

を
ベ

ー
ス

に
、

民
間

の
ノ

ウ
ハ

ウ
に

よ
り

必
要

箇
所

の
選

定
を

実
施

し
て

い
く

こ
と

が
有

効
で

あ
り

、
こ

の
指

標
を

「
緊

急
度

」
に

限
定

す
る

必
要

は
な

い
。

実
際

、
ス

ト
ッ

ク
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
実

施
計

画
見

直
し

業
務

で
は

、
「
緊

急
度

」
で

は
な

く
「
健

全
度

」
を

用
い

て
い

る
旨

記
載

さ
れ

て
お

り
、

ど
の

よ
う

な
指

標
を

用
い

る
か

に
つ

い
て

は
、

民
間

の
ノ

ウ
ハ

ウ
に

委
ね

て
頂

き
た

い
。

前
述

し
た

と
お

り
、

指
定

さ
れ

て
い

る
手

法
以

外
に

も
同

等
以

上
の

性
能

を
有

す
る

技
術

・
手

法
が

存
在

す
る

と
思

わ
れ

、
受

託
者

の
創

意
工

夫
の

一
つ

と
し

て
、

本
事

業
の

目
的

・
狙

い
を

鑑
み

て
そ

れ
ら

を
選

択
で

き
る

自
由

度
を

付
与

す
べ

き
と

考
え

ま
す

。

修
繕

・
改

築
の

必
要

性
を

判
断

す
る

指
標

を
ベ

ー
ス

に
、

民
間

の
ノ

ウ
ハ

ウ
に

よ
り

必
要

箇
所

の
選

定
を

実
施

し
て

い
く
こ

と
が

有
効

で
あ

り
、

こ
の

指
標

を
「
緊

急
度

」
に

限
定

す
る

必
要

は
な

い
。

実
際

、
ス

ト
ッ

ク
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
実

施
計

画
見

直
し

業
務

で
は

、
「
緊

急
度

」
で

は
な

く
「
健

全
度

」
を

用
い

て
い

る
旨

記
載

さ
れ

て
お

り
、

ど
の

よ
う

な
指

標
を

用
い

る
か

に
つ

い
て

は
、

民
間

の
ノ

ウ
ハ

ウ
に

委
ね

て
頂

き
た

い
。

設
問

7
-
2
.

対
応

可
能

で
あ

る
対

応
可

能
で

あ
る

対
応

可
能

で
あ

る
対

応
可

能
で

あ
る

対
応

可
能

で
あ

る
対

応
可

能
で

な
い

業
務

項
目

全
業

務

年
間

対
応

可
能

数
量

対
応

不
可

設
問

7
-
3
.

事
業

範
囲

に
含

め
る

こ
と

は
適

切
で

あ
る

事
業

範
囲

に
含

め
る

こ
と

は
適

切
で

な
い

事
業

範
囲

に
含

め
る

こ
と

は
適

切
で

あ
る

事
業

範
囲

に
含

め
る

こ
と

は
適

切
で

あ
る

事
業

範
囲

に
含

め
る

こ
と

は
適

切
で

あ
る

事
業

範
囲

に
含

め
る

こ
と

は
適

切
で

な
い

　
　

　
　

　
　

・
 柏

市
の

下
水

道
台

帳
シ

ス
テ

ム
情

報
の

開
示

が
不

可
欠

。
・
 事

業
者

は
デ

ー
タ

の
適

切
性

を
確

認
す

る
と

と
も

に
、

修
正

点
等

の
指

摘
を

受
け

た
場

合
は

、
市

の
責

任
で

修
正

或
い

は
修

正
作

業
に

係
る

費
用

の
上

乗
せ

が
必

要
。

・
 台

帳
閲

覧
は

、
セ

キ
ュ

リ
ュ

テ
ィ

の
し

っ
か

り
し

た
ク

ラ
ウ

ド
台

帳
シ

ス
テ

ム
に

て
民

間
事

業
者

の
責

任
に

お
い

て
行

う
。

ク
ラ

ウ
ド

台
帳

シ
ス

テ
ム

は
特

段
現

時
点

で
想

定
し

て
い

る
も

の
は

な
い

。

・
台

帳
シ

ス
テ

ム
の

使
用

方
法

、
該

当
箇

所
の

印
刷

、
料

金
の

収
納

ま
で

を
業

務
範

囲
と

し
、

開
発

業
者

な
ど

か
ら

の
問

合
せ

に
つ

い
て

は
、

職
員

が
対

応
と

し
た

方
が

良
い

（
業

務
範

囲
を

明
確

に
）

オ
ペ

レ
ー

タ
ー

の
よ

う
な

女
性

が
対

応
す

る
こ

と
が

想
定

さ
れ

る
た

め
、

開
発

業
者

が
き

て
接

続
に

関
す

る
問

合
せ

が
あ

る
が

、
そ

れ
は

職
員

の
方

に
対

応
し

て
欲

し
い

。

・
 柏

市
の

下
水

道
台

帳
シ

ス
テ

ム
情

報
の

開
示

が
不

可
欠

。
・
 事

業
者

は
デ

ー
タ

の
適

切
性

を
確

認
す

る
と

と
も

に
、

修
正

点
等

の
指

摘
を

受
け

た
場

合
は

、
市

の
責

任
で

修
正

或
い

は
修

正
作

業
に

係
る

費
用

の
上

乗
せ

が
必

要
。

・
 台

帳
閲

覧
は

、
セ

キ
ュ

リ
ュ

テ
ィ

の
し

っ
か

り
し

た
ク

ラ
ウ

ド
台

帳
シ

ス
テ

ム
に

て
民

間
事

業
者

の
責

任
に

お
い

て
行

う
。

  
  

  
  
  
 

・
事

後
対

応
と

同
様

に
市

民
と

の
接

点
と

な
る

業
務

に
つ

い
て

は
、

市
が

一
貫

し
て

実
施

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
と

考
え

ま
す

人
が

張
り

付
く
の

は
難

し
い

。
現

状
、

市
の

職
員

を
再

雇
用

し
て

行
っ

て
い

る
ケ

ー
ス

が
多

い
た

め
、

対
応

が
困

難
。

プ
ラ

イ
バ

シ
ー

保
護

等
に

よ
る

住
民

と
の

ト
ラ

ブ
ル

が
予

想
さ

れ
る

。

８
．

業
務

委
託

費
の

積
算

設
問

8
-
1
.ｽ

ｸ
ﾘｰ

ﾆ
ﾝ

ｸ
ﾞ調

査
結

果
に

よ
る

カ
メ

ラ
調

査
延

長
の

精
算

に
つ

い
て

　
　

　
　

　
　
①

ｽ
ｸ
ﾘｰ

ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ調

査
方

法
の

基
準

は
明

確
で

、
特

に
問

題
な

し
ｽ

ｸ
ﾘｰ

ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ調

査
方

法
の

基
準

は
明

確
で

、
特

に
問

題
な

し
ｽ

ｸ
ﾘｰ

ﾆ
ﾝ

ｸ
ﾞ調

査
方

法
の

基
準

は
不

明
確

で
、

民
間

事
業

者
の

判
断

に
よ

り
数

量
に

大
き

く
影

響
ｽ

ｸ
ﾘｰ

ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ調

査
方

法
の

基
準

は
明

確
で

、
特

に
問

題
な

し
ｽ

ｸ
ﾘｰ

ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ調

査
方

法
の

基
準

は
明

確
で

、
特

に
問

題
な

し
ｽ

ｸ
ﾘｰ

ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ調

査
方

法
の

基
準

は
明

確
で

、
特

に
問

題
な

し

  
  

  
  
  
 

た
だ

し
、

標
準

化
さ

れ
た

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
技

術
に

は
不

足
な

点
も

あ
る

。
こ

の
た

め
、

B
ダ

ッ
シ

ュ
の

最
新

技
術

等
を

活
用

す
る

こ
と

に
よ

り
高

度
な

管
理

を
行

う
こ

と
を

提
案

す
る

。
事

業
者

の
提

案
を

柏
市

が
認

め
た

場
合

は
、

こ
れ

に
掛

か
る

費
用

の
上

乗
せ

に
つ

い
て

協
議

願
い

た
い

。

・
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

か
ら

詳
細

調
査

へ
の

移
行

基
準

に
つ

い
て

、
下

水
道

新
技

術
機

構
の

研
究

成
果

な
ど

を
利

用
し

明
確

化
す

る

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
調

査
か

ら
詳

細
調

査
に

移
行

す
る

の
は

３
割

ぐ
ら

い
で

あ
る

。
ま

た
、

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
調

査
の

基
準

は
明

確
で

な
い

。
流

量
が

多
い

箇
所

、
取

付
管

の
突

き
出

し
が

あ
る

箇
所

は
調

査
で

き
な

い
。

そ
の

箇
所

は
す

べ
て

詳
細

カ
メ

ラ
調

査
を

実
施

す
る

。
汚

水
管

に
は

強
い

が
雨

水
管

は
、

土
砂

が
堆

積
し

て
い

る
た

め
、

通
せ

な
い

ケ
ー

ス
が

多
い

。

た
だ

し
、

標
準

化
さ

れ
た

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
技

術
に

は
不

足
な

点
も

あ
る

。
こ

の
た

め
、

B
ダ

ッ
シ

ュ
の

最
新

技
術

等
を

活
用

す
る

こ
と

に
よ

り
高

度
な

管
理

を
行

う
こ

と
を

提
案

す
る

。
事

業
者

の
提

案
を

柏
市

が
認

め
た

場
合

は
、

こ
れ

に
掛

か
る

費
用

の
上

乗
せ

に
つ

い
て

協
議

願
い

た
い

。

　
　

　
　

　
　
②

現
場

条
件

等
に

よ
り

単
価

変
動

が
あ

る
た

め
、

後
日

単
価

精
算

も
必

要
単

価
変

動
は

特
に

な
い

単
価

変
動

は
特

に
な

い
単

価
変

動
は

特
に

な
い

現
場

条
件

等
に

よ
り

単
価

変
動

が
あ

る
た

め
、

後
日

単
価

精
算

も
必

要
単

価
変

動
は

特
に

な
い

  
  

  
  
  
 

①
 調

査
前

の
洗

浄
延

長
、

管
路

内
堆

積
土

量
②

 管
路

内
の

流
量

①
 調

査
前

の
洗

浄
延

長
、

管
路

内
堆

積
土

量
②

 管
路

内
の

流
量

  
  

  
  
  
 

①
 洗

浄
に

要
す

る
機

器
の

損
料

や
単

価
の

変
動

、
処

分
費

の
単

価
変

動
②

 中
大

口
径

用
T
V

カ
メ

ラ
の

損
料

等
（
潜

行
目

視
調

査
か

ら
の

変
更

に
よ

る
）

①
 洗

浄
に

要
す

る
機

器
の

損
料

や
単

価
の

変
動

、
処

分
費

の
単

価
変

動
②

 中
大

口
径

用
T
V

カ
メ

ラ
の

損
料

等
（
潜

行
目

視
調

査
か

ら
の

変
更

に
よ

る
）

  
  

  
  
  
 

月
例

会
議

で
の

確
認

、
協

議
、

合
意

。
月

例
会

議
で

の
確

認
、

協
議

、
合

意
。

会
社

名

下
水

道
台

帳
閲

覧
サ

ー
ビ

ス
を

事
業

範
囲

に
含

め
る

こ
と

の
適

切
性

事
業

範
囲

に
含

め
る

う
え

で
の

留
意

点

事
業

範
囲

に
含

め
る

こ
と

が
適

切
で

な
い

理
由

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
調

査
方

法
の

基
準

「
イ

不
明

確
」
と

し
た

場
合

、
そ

れ
を

防
止

す
る

方
策

カ
メ

ラ
調

査
単

価
の

精
算削
除

業
務

の
理

由

業
務

実
施

数
量

に
対

す
る

対
応

可
能

性

1 「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
単

価
変

動
が

伴
う

現
場

条
件

等

「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
単

価
変

動
後

の
調

査
方

法 「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
頻

度
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第
１

回
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

一
覧

　
※

青
色

着
色

箇
所

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
に

伴
う

追
記

箇
所

と
な

る
A

社
B

社
C

社
D

社
E
社

F
社

設
問

8
-
2
.カ

メ
ラ

調
査

結
果

に
よ

る
修

繕
、

設
計

、
改

築
延

長
の

精
算

に
つ

い
て

　
　

　
　

　
　
①

カ
メ

ラ
調

査
方

法
の

基
準

は
明

確
で

、
特

に
問

題
な

し
カ

メ
ラ

調
査

方
法

の
基

準
は

明
確

で
、

特
に

問
題

な
し

カ
メ

ラ
調

査
方

法
の

基
準

は
明

確
で

、
特

に
問

題
な

し
カ

メ
ラ

調
査

方
法

の
基

準
は

明
確

で
、

特
に

問
題

な
し

カ
メ

ラ
調

査
方

法
の

基
準

は
明

確
で

、
特

に
問

題
な

し
カ

メ
ラ

調
査

方
法

の
基

準
は

明
確

で
、

特
に

問
題

な
し

　
　

　
　

　
　
②

対
策

判
定

の
基

準
は

不
明

確
で

、
民

間
事

業
者

の
判

断
に

よ
り

数
量

に
大

き
く
影

響
対

策
判

定
の

基
準

は
不

明
確

で
、

民
間

事
業

者
の

判
断

に
よ

り
数

量
に

大
き

く
影

響
対

策
判

定
の

基
準

は
不

明
確

で
、

民
間

事
業

者
の

判
断

に
よ

り
数

量
に

大
き

く
影

響
対

策
判

定
の

基
準

は
明

確
で

あ
り

、
特

に
問

題
な

し
対

策
判

定
の

基
準

は
不

明
確

で
、

民
間

事
業

者
の

判
断

に
よ

り
数

量
に

大
き

く
影

響
対

策
判

定
の

基
準

は
明

確
で

あ
り

、
特

に
問

題
な

し

  
  
  
  
  
 

・
 カ

メ
ラ

調
査

方
法

や
劣

化
の

判
断

基
準

を
標

準
化

さ
れ

て
い

る
が

、
劣

化
推

定
等

の
将

来
予

測
に

関
し

て
は

、
こ

れ
ま

で
の

調
査

デ
ー

タ
の

蓄
積

量
に

依
存

す
る

と
こ

ろ
が

あ
る

。
・
 P

D
C

A
サ

イ
ク

ル
の

中
で

、
確

実
な

デ
ー

タ
蓄

積
及

び
分

析
を

今
後

行
う

必
要

が
あ

り
、

柏
市

の
下

水
道

管
理

指
針

を
、

市
と

合
意

の
上

、
当

該
業

務
を

通
じ

て
確

立
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

と
考

え
る

。

・
目

視
で

は
お

お
よ

そ
の

改
築

要
否

判
定

は
可

能
で

あ
る

も
の

の
，

自
立

管
・
複

合
管

等
を

判
断

す
る

設
計

値
を

得
る

ま
で

に
は

至
ら

な
い

こ
と

も
あ

る
と

考
え

ま
す

。
こ

の
場

合
の

対
処

と
し

て
は

、
設

計
業

務
の

中
で

対
策

を
検

討
す

る
も

の
（
業

務
費

用
と

し
て

含
ま

れ
る

も
の

）
と

考
え

て
良

い
で

し
ょ

う
か

大
口

径
に

つ
い

て
考

慮
が

必
要

・
改

築
に

つ
い

て
は

、
ス

ト
ッ

ク
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

手
引

き
な

ど
を

参
考

に
Ｌ

Ｃ
Ｃ

比
較

を
行

い
決

定
可

能
で

あ
る

が
、

修
繕

の
実

施
可

否
に

つ
い

て
は

、
管

路
の

占
用

条
件

（
幹

線
道

路
o
r一

般
市

道
な

ど
）
と

異
常

程
度

（
破

損
+
浸

入
水

で
道

路
陥

没
の

危
険

性
が

高
い

な
ど

）
か

ら
ど

の
よ

う
な

条
件

の
場

合
に

修
繕

を
行

う
か

明
確

な
基

準
を

定
め

る
必

要
が

あ
る

・
 カ

メ
ラ

調
査

方
法

や
劣

化
の

判
断

基
準

を
標

準
化

さ
れ

て
い

る
が

、
劣

化
推

定
等

の
将

来
予

測
に

関
し

て
は

、
こ

れ
ま

で
の

調
査

デ
ー

タ
の

蓄
積

量
に

依
存

す
る

と
こ

ろ
が

あ
る

。
・
 P

D
C

A
サ

イ
ク

ル
の

中
で

、
確

実
な

デ
ー

タ
蓄

積
及

び
分

析
を

今
後

行
う

必
要

が
あ

り
、

柏
市

の
下

水
道

管
理

指
針

を
、

市
と

合
意

の
上

、
当

該
業

務
を

通
じ

て
確

立
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

と
考

え
る

。

  
  
  
  
  
 

③
現

場
条

件
等

に
よ

り
単

価
変

動
が

あ
る

た
め

、
後

日
単

価
精

算
も

必
要

現
場

条
件

等
に

よ
り

単
価

変
動

が
あ

る
た

め
、

後
日

単
価

精
算

も
必

要
単

価
変

動
は

特
に

生
じ

な
い

現
場

条
件

等
に

よ
り

単
価

変
動

が
あ

る
た

め
、

後
日

単
価

精
算

も
必

要
単

価
変

動
は

特
に

生
じ

な
い

  
  
  
  
  
 

①
 流

量
の

多
い

路
線

②
 極

め
て

土
砂

の
多

い
路

線
③

 圧
送

管
本

体
④

 伏
越

し
⑤

 取
付

管
数

量
⑥

 作
業

時
間

（
昼

夜
区

分
）

⑦
 規

制
方

法
（
道

路
事

情
）

⑧
 漏

水
・
段

差
・
破

損
の

有
無

⑨
 管

路
勾

配

・
漏

水
や

土
砂

が
あ

る
こ

と
で

、
契

約
変

更
し

た
事

例
が

あ
る

。
・
管

の
埋

設
条

件
や

土
質

と
い

う
条

件
を

考
慮

し
て

設
計

し
な

け
れ

ば
、

補
強

の
費

用
は

で
な

い
た

め
、

提
案

時
の

m
当

た
り

単
価

は
、

補
強

無
し

で
出

し
て

、
補

強
が

必
要

に
な

っ
た

場
合

は
、

そ
の

都
度

精
算

す
る

必
要

が
あ

る
。

・
補

強
の

計
算

は
、

管
更

生
工

法
に

お
け

る
設

計
施

工
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
（
案

）
に

基
い

て
行

う
。

・
中

大
口

径
（
8
0
0
m

m
）
以

外
は

、
金

額
に

振
れ

が
出

な
い

可
能

性
が

高
い

。
・
ダ

ン
ビ

ー
工

法
は

8
0
0
m

m
以

上
、

E
X

工
法

は
1
5
0
m

m
か

ら
と

な
る

。

・
水

位
お

よ
び

流
速

・
施

工
可

能
時

間
・
前

処
理

（
木

の
根

除
去

、
取

付
突

出
し

除
去

、
止

水
な

ど
）
の

有
無

・
土

被
り

・
地

盤
条

件
・
地

下
埋

設
物

状
況

①
 流

量
の

多
い

路
線

②
 極

め
て

土
砂

の
多

い
路

線
③

 圧
送

管
本

体
④

 伏
越

し
⑤

 取
付

管
数

量
⑥

 作
業

時
間

（
昼

夜
区

分
）

⑦
 規

制
方

法
（
道

路
事

情
）

⑧
 漏

水
・
段

差
・
破

損
の

有
無

⑨
 管

路
勾

配

  
  
  
  
  
 

①
 水

替
え

②
 土

砂
清

掃
、

土
砂

処
分

③
 実

施
の

可
否

、
ま

た
は

大
規

模
な

段
取

り
④

 実
施

の
可

否
、

ま
た

は
大

規
模

な
段

取
り

⑤
 取

付
管

数
量

⑥
 作

業
時

間
（
昼

夜
区

分
）

⑦
 ガ

ー
ド

マ
ン

の
人

数
⑧

 修
繕

方
法

の
検

討
⑨

 逆
勾

配
等

の
勾

配
修

正
方

法

・
部

分
更

生
・
目

地
部

の
塗

布
型

ラ
イ

ニ
ン

グ
・
部

分
布

設
替

え

①
 水

替
え

②
 土

砂
清

掃
、

土
砂

処
分

③
 実

施
の

可
否

、
ま

た
は

大
規

模
な

段
取

り
④

 実
施

の
可

否
、

ま
た

は
大

規
模

な
段

取
り

⑤
 取

付
管

数
量

⑥
 作

業
時

間
（
昼

夜
区

分
）

⑦
 ガ

ー
ド

マ
ン

の
人

数
⑧

 修
繕

方
法

の
検

討
⑨

 逆
勾

配
等

の
勾

配
修

正
方

法

  
  
  
  
  
 

月
例

会
議

で
の

確
認

、
協

議
、

合
意

。
・
多

い
月

例
会

議
で

の
確

認
、

協
議

、
合

意
。

  
  
  
  
  
 

④
単

価
変

動
は

特
に

生
じ

な
い

単
価

変
動

は
特

に
生

じ
な

い
単

価
変

動
は

特
に

生
じ

な
い

単
価

変
動

は
特

に
生

じ
な

い
現

場
条

件
等

に
よ

り
単

価
変

動
が

あ
る

た
め

、
後

日
単

価
精

算
も

必
要

単
価

変
動

は
特

に
生

じ
な

い

会
社

名

「
イ

対
策

判
定

基
準

は
不

明
確

」
と

し
た

場
合

の
防

止
策

修
繕

単
価

の
精

算

「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
単

価
変

動
が

伴
う

現
場

条
件

等

「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
修

繕
内

容

「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
頻

度 改
築

設
計

単
価

の
精

算カ
メ

ラ
調

査
方

法
の

基
準

改
築

・
修

繕
・
現

状
維

持
と

い
っ

た
対

策
判

定
の

基
準

設
計

の
結

果
に

よ
り

、
改

築
工

事
単

価
が

変
更

に

な
る

と
い

う
イ

メ
ー

ジ
で

あ
り

、
設

計
単

価
自

体
の

変
更

は
な

い
。

⇒
ア

ン
ケ

ー
ト

結
果

を
修

正

修
繕

は
実

績
が

少
な

い
た

め
、

不
明

・
水

位
流

速
：水

換
え

の
必

要
が

必
要

・
施

工
可

能
時

間
：
占

用
で

き
る

時
間

の
制

限
、
M
Pの

下
流

の
場

合
の
M
Pの

停
止

で
き

る
時

間

・
土

被
り

：
深

い
方

が
、

時
間

が
掛

か
る

、
換

気
が

必
要

等
で

あ
る

。

・
ま

と
め

て
標

準
歩

掛
上

の
日

進
量

の
分

以
上

の
事

業
を

出
し

て
も

ら
う

方
が

低
コ

ス
ト

化
が

図
れ

る
。

・
修

繕
、

改
築

の
積

算
は

、
カ

メ
ラ

調
査

結
果

を
閲

覧
さ

せ
て

も
ら

え
れ

ば
良

い
。

調
査

結
果

に
基

づ
き

出
し

て
も

ら
え

れ
ば

、
発

注
側

と

受
注

側
で

考
え

方
に

相
違

は
な

い
。

・
水

量
に

つ
い

て
は

、
調

査
時

の
動

画
で

み
る

。
認

可
の

流
量

計
算

表
は

不
要

で
あ

る
。

・
カ

メ
ラ

調
査

結
果

の
後

に
、

大
き

く
金

額
が

振
れ

る
条

件
は

、
開

削
が

必
要

な
箇

所
と

な
る

。

・
大

規
模

の
布

設
替

え
が

あ
れ

ば
、

地
元

企
業

は
興

味
が

あ
る

が
、

部
分

的
な

も
の

に
つ

い
て

は
興

味
を

持
た

れ
な

い
可

能
性

が
あ

る
。

・
管

清
工

業
は

、
非

開
削

は
す

べ
て

自
社

で
対

応
で

き
る

。
φ
15
0か

ら
φ
30
00

ま
で

対
応

で
き

る
。

・
開

削
実

施
箇

所
は

、
平

面
・
縦

断
や

土
質

条
件

は
情

報
と

し
て

欲

し
い

。

・
カ

メ
ラ

調
査

結
果

で
、

最
低

限
布

設
替

え
と

分
か

る
箇

所
（
た

る
み

の
箇

所
）
は

明
示

し
て

欲
し

い
。

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果
を

修
正
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第
１

回
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

一
覧

　
※

青
色

着
色

箇
所

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
に

伴
う

追
記

箇
所

と
な

る
A

社
B

社
C

社
D

社
E
社

F
社

  
  

  
  
  
 

①
 流

量
の

多
い

路
線

の
調

査
②

 極
め

て
土

砂
の

多
い

路
線

の
調

査
③

 圧
送

管
本

体
の

調
査

④
 伏

越
し

の
調

査
⑤

 取
付

管
数

量
⑥

 作
業

時
間

（
昼

夜
区

分
）

⑦
 規

制
方

法
（
道

路
事

情
）

⑧
 漏

水
・
段

差
・
破

損
の

有
無

⑨
 管

路
勾

配

・
事

前
対

応
が

必
要

と
な

る
ケ

ー
ス

が
あ

り
ま

す
（
突

出
し

や
付

着
物

の
切

除
）

・
段

差
に

よ
る

内
径

確
保

が
困

難
に

な
る

ケ
ー

ス
が

あ
り

ま
す

・
取

付
管

数
量

に
よ

り
変

動
が

大
き

く
な

る
ケ

ー
ス

が
あ

り
ま

す

設
計

の
費

用
自

体
は

大
き

く
変

わ
ら

な
い

。
8
0
0
m

m
以

上
で

あ
れ

ば
、

人
が

入
っ

て
み

て
確

認
す

る
が

、
7
0
0
m

m
ぐ

ら
い

で
あ

る
と

、
微

妙
で

あ
る

た
め

、
コ

ア
抜

き
を

行
う

。
シ

ュ
ミ

ッ
ト

ハ
ン

マ
ー

付
き

カ
メ

ラ
調

査
は

、
7
0
0
m

m
で

は
適

用
で

き
ず

、
も

う
少

し
小

さ
い

口
径

で
適

用
す

る
。

①
 流

量
の

多
い

路
線

の
調

査
②

 極
め

て
土

砂
の

多
い

路
線

の
調

査
③

 圧
送

管
本

体
の

調
査

④
 伏

越
し

の
調

査
⑤

 取
付

管
数

量
⑥

 作
業

時
間

（
昼

夜
区

分
）

⑦
 規

制
方

法
（
道

路
事

情
）

⑧
 漏

水
・
段

差
・
破

損
の

有
無

⑨
 管

路
勾

配

  
  

  
  
  
 

①
 水

替
え

②
 土

砂
清

掃
、

土
砂

処
分

③
 実

施
の

可
否

、
ま

た
は

大
規

模
な

段
取

り
④

 実
施

の
可

否
、

ま
た

は
大

規
模

な
段

取
り

⑤
 取

付
管

数
量

⑥
 作

業
時

間
（
昼

夜
区

分
）

⑦
 ガ

ー
ド

マ
ン

の
人

数
⑧

 修
繕

方
法

の
検

討
⑨

 逆
勾

配
等

の
勾

配
修

正
方

法

・
更

生
→

開
削

へ
の

変
更

、
取

付
管

削
孔

数
量

な
ど

が
考

え
ら

れ
ま

す
・
設

計
数

値
入

手
の

た
め

の
追

加
調

査
方

法
お

よ
び

数
量

な
ど

（
維

持
管

理
フ

ロ
ー

に
は

明
記

さ
れ

て
い

な
い

）

①
 水

替
え

②
 土

砂
清

掃
、

土
砂

処
分

③
 実

施
の

可
否

、
ま

た
は

大
規

模
な

段
取

り
④

 実
施

の
可

否
、

ま
た

は
大

規
模

な
段

取
り

⑤
 取

付
管

数
量

⑥
 作

業
時

間
（
昼

夜
区

分
）

⑦
 ガ

ー
ド

マ
ン

の
人

数
⑧

 修
繕

方
法

の
検

討
⑨

 逆
勾

配
等

の
勾

配
修

正
方

法

  
  

  
  
  
 

月
例

会
議

で
の

確
認

、
協

議
、

合
意

。
一

概
に

頻
度

を
設

定
す

る
こ

と
は

難
し

い
と

考
え

ま
す

月
例

会
議

で
の

確
認

、
協

議
、

合
意

。

  
  

  
  
  
 

⑤
現

場
条

件
等

に
よ

り
単

価
変

動
が

あ
る

た
め

、
後

日
単

価
精

算
も

必
要

現
場

条
件

等
に

よ
り

単
価

変
動

が
あ

る
た

め
、

後
日

単
価

精
算

も
必

要
現

場
条

件
等

に
よ

り
単

価
変

動
が

あ
る

た
め

、
後

日
単

価
精

算
も

必
要

単
価

変
動

は
特

に
生

じ
な

い
現

場
条

件
等

に
よ

り
単

価
変

動
が

あ
る

た
め

、
後

日
単

価
精

算
も

必
要

単
価

変
動

は
特

に
生

じ
な

い

  
  

  
  
  
 

①
 流

量
の

多
い

路
線

②
 極

め
て

土
砂

の
多

い
路

線
③

 圧
送

管
本

体
④

 伏
越

し
⑤

 取
付

管
数

量
⑥

 作
業

時
間

（
昼

夜
区

分
）

⑦
 規

制
方

法
（
道

路
事

情
）

⑧
 漏

水
・
段

差
・
破

損
の

有
無

⑨
 管

路
勾

配

・
更

生
工

法
が

実
際

に
適

用
で

き
ず

に
開

削
に

な
っ

た
場

合
・
既

設
管

内
の

水
位

が
高

い
場

合
・
既

設
管

の
強

度
が

期
待

で
き

な
い

場
合

・
取

付
管

が
多

い
場

合
・
交

通
量

や
水

位
な

ど
の

条
件

に
よ

り
夜

間
施

工
と

な
っ

た
場

合

取
付

管
有

無
や

水
位

は
、

カ
メ

ラ
調

査
結

果
で

分
か

る
が

、
自

立
管

と
複

合
管

の
判

定
は

設
計

段
階

で
詳

細
調

査
を

し
な

け
れ

ば
分

か
ら

な
い

。

・
水

位
お

よ
び

流
速

・
施

工
可

能
時

間
・
前

処
理

（
木

の
根

除
去

、
取

付
突

出
し

除
去

、
止

水
な

ど
）
の

有
無

・
土

被
り

・
地

盤
条

件
・
地

下
埋

設
物

状
況

①
 流

量
の

多
い

路
線

②
 極

め
て

土
砂

の
多

い
路

線
③

 圧
送

管
本

体
④

 伏
越

し
⑤

 取
付

管
数

量
⑥

 作
業

時
間

（
昼

夜
区

分
）

⑦
 規

制
方

法
（
道

路
事

情
）

⑧
 漏

水
・
段

差
・
破

損
の

有
無

⑨
 管

路
勾

配

  
  

  
  
  
 

①
 水

替
え

②
 土

砂
清

掃
、

土
砂

処
分

③
 実

施
の

可
否

、
ま

た
は

大
規

模
な

段
取

り
④

 実
施

の
可

否
、

ま
た

は
大

規
模

な
段

取
り

⑤
 取

付
管

数
量

⑥
 作

業
時

間
（
昼

夜
区

分
）

⑦
 ガ

ー
ド

マ
ン

の
人

数
⑧

 修
繕

方
法

の
検

討
⑨

 逆
勾

配
等

の
勾

配
修

正
方

法

・
更

生
工

法
→

開
削

工
事

・
水

替
え

工
・
複

合
管

→
自

立
管

・
取

付
管

孔
削

孔
・
昼

間
施

工
→

夜
間

施
工

・
安

全
費

・
本

管
更

生
・
布

設
替

え
①

 水
替

え
②

 土
砂

清
掃

、
土

砂
処

分
③

 実
施

の
可

否
、

ま
た

は
大

規
模

な
段

取
り

④
 実

施
の

可
否

、
ま

た
は

大
規

模
な

段
取

り
⑤

 取
付

管
数

量
⑥

 作
業

時
間

（
昼

夜
区

分
）

⑦
 ガ

ー
ド

マ
ン

の
人

数
⑧

 修
繕

方
法

の
検

討
⑨

 逆
勾

配
等

の
勾

配
修

正
方

法

  
  

  
  
  
 

月
例

会
議

で
の

確
認

、
協

議
、

合
意

。
一

概
に

頻
度

を
設

定
す

る
こ

と
は

難
し

い
と

考
え

ま
す

・
多

い
月

例
会

議
で

の
確

認
、

協
議

、
合

意
。

設
問

8
-
3
.

上
限

数
量

・
金

額
を

定
め

、
そ

れ
以

上
掛

か
る

場
合

、
事

後
精

算
上

限
数

量
・
金

額
を

定
め

、
そ

れ
以

上
掛

か
る

場
合

、
事

後
精

算
上

限
数

量
・
金

額
を

定
め

、
そ

れ
以

上
掛

か
る

場
合

、
事

後
精

算

設
問

8
-
4
.

業
務

費
の

積
算

の
み

で
な

く
、

複
数

業
務

の
効

率
運

営
や

経
理

等
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

関
わ

る
費

用
（
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
フ

ィ
ー

）
の

設
定

も
必

要
と

考
え

ま
す

。

９
．

民
間

事
業

者
の

創
意

工
夫

・
ノ

ウ
ハ

ウ
の

活
用

設
問

9
-
1
.巡

視
点

検
か

ら
管

路
内

カ
メ

ラ
調

査
、

ｽ
ﾄｯ

ｸ
計

画
見

直
し

の
ﾊ

ﾟｯ
ｹ
ｰ

ｼ
ﾞ化

効
果

　
　

　
　

　
　
ア

○
○

○
○

○
○

会
社

名

「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
頻

度 事
後

保
全

的
維

持
管

理
の

精
算

方
法

に
つ

い
て

サ
ー

ビ
ス

購
入

料
支

払
い

方
法

に
関

す
る

自
由

意
見

継
続

ﾉｳ
ﾊ

ｳ
獲

得
に

よ
る

業
務

効
率

化

「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
単

価
変

動
が

伴
う

現
場

条
件

等

「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
設

計
内

容

「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
頻

度 改
築

工
事

単
価

の
精

算 「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
単

価
変

動
が

伴
う

現
場

条
件

等

「
イ

単
価

精
算

も
必

要
」
と

し
た

場
合

の
工

事
内

容

・
1回

当
た

り
の

上
限

を
90

万
円

と
し

て
、

そ
れ

以
上

は
別

途
精

算
と

す
る

と
い

う
や

り
方

も
あ

る
。

ほ
と

ん
ど

の
も

の
は
90

万
円

を
超

え
な

い
。

・
青

梅
市

で
は

一
式

い
く

ら
と

な
っ

て
い

る
が

、
あ

る

程
度

大
規

模
の

も
の

は
、

市
と

協
議

。

・
青

梅
市

で
は

モ
ル

タ
ル

の
除

去
が

大
き

な
延

長

で
あ

っ
た

が
、

そ
れ

は
別

途
で

あ
っ

た
。

今
回

の
事

業
範

囲
に

も
含

ま
れ

て
い

な
い

。
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第
１

回
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

一
覧

　
※

青
色

着
色

箇
所

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
に

伴
う

追
記

箇
所

と
な

る
A

社
B

社
C

社
D

社
E
社

F
社

  
  
  

  
  
 

イ
○

○
○

○
○

○

　
　

　
　

　
　
ウ

○
○

○
✕

○
✕

  
  
  

  
  
 

エ
○

○
○

✕
○

✕

  
  
  

  
  
 

オ
○

○
○

✕
○

✕

  
  
  

  
  
 

カ
○

○
○

✕
○

✕

　
　

　
　

　
　
キ

○
○

✕
✕

○
✕

  
  
  

  
  
 

ク
○

○
○

✕
○

✕

  
  
  

  
  
 

ケ
✕

○
✕

✕
✕

✕

工
法

・
手

法
の

提
案

を
認

め
る

等
、

そ
れ

ら
の

選
定

に
自

由
度

を
付

与
す

る
こ

と
で

、
上

記
の

効
果

が
よ

り
大

き
い

も
の

と
な

る
と

考
え

ま
す

設
問

9
-
2
.事

後
保

全
的

維
持

管
理

の
ﾊ

ﾟｯ
ｹ
ｰ

ｼ
ﾞ化

効
果

　
　

　
　

　
　
ア

○
✕

○

  
  
  

  
  
 

イ
○

✕
○

  
  
  

  
  
 

ウ
○

✕
○

  
  
  

  
  
 

エ
○

○
○

  
  
  

  
  
 

オ
○

✕
○

Io
T

等
を

活
用

し
た

民
間

技
術

の
有

す
る

高
度

な
技

術
を

活
用

し
た

、
高

度
管

理
の

実
現

。
Io

T
等

を
活

用
し

た
民

間
技

術
の

有
す

る
高

度
な

技
術

を
活

用
し

た
、

高
度

管
理

の
実

現
。

設
問

9
-
3
.大

規
模

修
繕

、
改

築
設

計
、

改
築

工
事

の
ﾊ

ﾟｯ
ｹ
ｰ
ｼ
ﾞ化

効
果

　
　

　
　

　
　
ア

○
○

○
○

○
○

  
  
  

  
  
 

イ
○

○
✕

○
○

✕

  
  
  

  
  
 

ウ
○

○
○

✕
○

○

  
  
  

  
  
 

エ
○

○
○

✕
○

✕

  
  
  

  
  
 

オ
○

○
✕

○
○

✕

　
　

　
　

　
　
カ

○
○

✕
○

○
✕

改
築

工
事

が
パ

ッ
ケ

ー
ジ

化
さ

れ
る

こ
と

で
、

発
注

手
続

が
効

率
化

で
き

、
そ

の
分

の
タ

イ
ム

ラ
グ

を
埋

め
る

こ
と

が
可

能
と

な
る

。
直

ち
に

道
路

上
に

影
響

が
出

る
よ

う
な

管
路

の
劣

化
・

腐
食

・
土

量
等

が
確

認
さ

れ
た

と
き

に
ス

ピ
ー

ド
感

を
以

っ
て

対
応

で
き

る
。

・
調

査
結

果
を

効
率

的
に

運
用

す
る

こ
と

で
工

事
時

の
再

調
査

を
削

減
で

き
る

な
ど

の
効

果
が

期
待

で
き

ま
す

・
工

法
・
手

法
の

提
案

を
認

め
る

等
、

そ
れ

ら
の

選
定

に
自

由
度

を
付

与
す

る
こ

と
で

、
上

記
の

効
果

が
よ

り
大

き
い

も
の

と
な

る
と

考
え

ま
す

設
計

と
施

工
が

違
う

と
、

調
査

結
果

が
あ

っ
て

も
工

事
完

了
後

に
再

度
カ

メ
ラ

調
査

を
行

う
と

い
う

の
が

あ
る

が
、

そ
れ

が
な

く
な

る
メ

リ
ッ

ト
が

あ
る

改
築

工
事

が
パ

ッ
ケ

ー
ジ

化
さ

れ
る

こ
と

で
、

発
注

手
続

が
効

率
化

で
き

、
そ

の
分

の
タ

イ
ム

ラ
グ

を
埋

め
る

こ
と

が
可

能
と

な
る

。
直

ち
に

道
路

上
に

影
響

が
出

る
よ

う
な

管
路

の
劣

化
・

腐
食

・
土

量
等

が
確

認
さ

れ
た

と
き

に
ス

ピ
ー

ド
感

を
以

っ
て

対
応

で
き

る
。

工
事

の
平

準
化

が
可

能
、

ま
た

、
閑

散
期

に
実

施
す

る
こ

と
が

可
能

に
な

る
。

会
社

名
同

一
事

業
者

実
施

に
よ

る
業

務
効

率
化

、
迅

速
化

そ
の

他

そ
の

他
自

由
回

答

継
続

ﾉｳ
ﾊ

ｳ
獲

得
に

よ
る

業
務

効
率

化

継
続

ﾉｳ
ﾊ

ｳ
獲

得
に

よ
る

適
切

な
対

応
、

対
応

の
迅

速
化

人
材

、
資

機
材

の
計

画
的

運
営

に
よ

る
効

率
化

予
防

保
全

実
施

に
よ

る
苦

情
減

少

次
の

工
程

と
の

連
動

性
、

連
携

性
確

保
に

よ
る

業
務

効
率

化
、

迅
速

化

人
材

、
資

機
材

の
計

画
的

運
営

に
よ

る
効

率
化

実
施

時
期

の
平

準
化

効
率

的
か

つ
精

度
の

高
い

管
路

内
ｽ

ｸ
ﾘｰ

ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ調

査
実

施

調
査

結
果

の
均

一
化

実
態

と
合

っ
た

ｽ
ﾄｯ

ｸ
計

画
見

直
し

次
の

工
程

と
の

連
動

性
、

連
携

性
確

保
に

よ
る

業
務

効
率

化
、

迅
速

化

そ
の

他
そ

の
他

自
由

回
答

そ
の

他
そ

の
他

自
由

回
答

統
一

・
類

似
し

た
工

法
の

実
施

に
よ

る
効

率
化

統
一

・
類

似
し

た
工

法
の

実
施

に
よ

る
品

質
安

定
化

人
材

、
資

機
材

の
計

画
的

運
営

に
よ

る
効

率
化

実
施

時
期

の
平

準
化
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第
１

回
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

一
覧

　
※

青
色

着
色

箇
所

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
に

伴
う

追
記

箇
所

と
な

る
A

社
B

社
C

社
D

社
E
社

F
社

設
問

9
-
4
.予

防
保

全
的

維
持

管
理

及
び

事
後

保
全

的
維

持
管

理
の

ﾊ
ﾟｯ

ｹ
ｰ

ｼ
ﾞ化

効
果

　
　

　
　

　
　
ア

✕
○

✕
○

✕
○

  
  
  
  

  
 

イ
○

○
○

✕
○

✕

  
  
  
  

  
 

ウ
✕

✕
✕

✕
✕

✕

設
問

9
-
5
.

6
0
0
0
 百

万
円

現
場

状
況

に
よ

る

1
0
0
0
万

円
で

あ
れ

5
0
0
万

円
で

あ
れ

創
意

工
夫

ﾉｳ
ﾊ

ｳ
は

発
揮

で
き

る
。

6
0
0
0
 百

万
円

②
 修

繕
・
改

築
設

計
・
改

築
工

事
を

通
じ

て
、

Io
T

を
活

用
し

た
高

度
管

理
の

実
施

が
可

能
。

①
 市

内
業

者
の

育
成

・
教

育
・
技

術
移

転
が

可
能

。
②

 長
期

的
な

視
点

（
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

視
点

）
を

踏
ま

え
た

事
業

実
施

並
び

に
事

業
運

営
支

援
が

可
能

。

・
調

査
手

法
や

更
生

工
法

の
選

定
・
更

生
工

法
の

選
定

・
施

工
方

法
の

選
定

①
 修

繕
・
改

築
設

計
・
改

築
工

事
を

通
じ

て
、

Io
T
を

活
用

し
た

高
度

管
理

の
実

施
が

可
能

。
②

 市
内

業
者

の
育

成
・
教

育
・
技

術
移

転
が

可
能

。
③

 長
期

的
な

視
点

（
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

視
点

）
を

踏
ま

え
た

事
業

実
施

並
び

に
事

業
運

営
支

援
が

可
能

。

設
問

9
-
6
.

①
 リ

ス
ク

分
担

の
曖

昧
さ

②
 イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

と
ペ

ナ
ル

テ
ィ

の
設

定
方

法
の

曖
昧

さ

・
各

種
業

務
実

施
年

度
の

自
由

度
　

　
・
工

法
・
手

法
等

の
自

由
度

　
　

・
実

施
優

先
順

位
の

自
由

度
※

上
記

に
裁

量
権

・
自

由
度

を
付

与
し

て
頂

け
る

と
よ

り
大

き
な

効
果

が
発

揮
で

き
る

と
考

え
ま

す

実
施

優
先

順
位

に
つ

い
て

は
、

民
間

事
業

者
で

改
築

箇
所

を
決

め
る

場
合

で
あ

る
。

・
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

手
法

の
制

約
・
修

繕
・
改

築
工

法
の

制
約

・
既

往
計

画
（
長

寿
命

化
計

画
、

総
合

地
震

対
策

計
画

な
ど

）
と

の
整

合
性

・
維

持
管

理
業

者
と

し
て

は
、

ス
パ

ン
全

体
を

確
認

す
る

と
い

う
こ

と
を

含
め

る
べ

き
。

・
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

手
法

は
、

国
総

研
の

出
し

た
も

の
は

少
し

古
く

て
、

我
々

に
問

合
せ

が
き

て
い

る
。

・
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

の
判

定
基

準
は

な
い

。
ち

ゃ
ん

と
し

た
基

準
が

あ
る

の
は

、
直

視
側

視
カ

メ
ラ

、
広

角
カ

メ
ラ

調
査

で
あ

る
。

・
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

の
基

準
は

民
間

提
案

に
よ

る
こ

と
と

し
、

事
業

開
始

時
に

決
定

し
て

お
い

た
方

が
良

い
。

・
修

繕
、

改
築

工
法

は
、

自
立

管
、

複
合

管
と

い
っ

た
工

法
指

定
は

し
て

ほ
し

く
な

い
。

会
社

に
よ

っ
て

、
や

れ
る

工
法

は
変

わ
っ

て
く

る
。

ま
た

、
小

口
径

の
複

合
管

は
1

工
法

の
み

で
あ

る
。

・
改

築
で

補
助

を
取

る
の

で
あ

れ
ば

、
自

立
管

、
複

合
管

の
2
種

類
で

あ
る

。
・
既

往
計

画
に

対
し

て
、

年
度

間
の

自
由

度
を

も
た

せ
て

欲
し

い
。

①
 リ

ス
ク

分
担

の
曖

昧
さ

②
 イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

と
ペ

ナ
ル

テ
ィ

の
設

定
方

法
の

曖
昧

さ

１
０

．
業

務
指

標

設
問

1
0
-
1
.

適
切

で
な

い
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
な

い
適

切
で

あ
る

  
  
  
  

  
 

指
標

項
目

と
は

異
な

る
が

、
以

下
に

つ
い

て
追

加
す

る
必

要
が

あ
る

と
考

え
る

（
デ

ュ
ー

デ
ィ

リ
ジ

ェ
ン

ス
）
。

・
修

繕
及

び
改

築
に

関
す

る
工

事
予

定
数

量
。

・
修

繕
及

び
改

築
に

関
す

る
こ

れ
ま

で
の

工
事

実
績

。
・
管

路
情

報
の

開
示

（
下

水
道

台
帳

シ
ス

テ
ム

デ
ー

タ
）
。

指
標

項
目

と
は

異
な

る
が

、
以

下
に

つ
い

て
追

加
す

る
必

要
が

あ
る

と
考

え
る

（
デ

ュ
ー

デ
ィ

リ
ジ

ェ
ン

ス
）
。

・
修

繕
及

び
改

築
に

関
す

る
工

事
予

定
数

量
。

・
修

繕
及

び
改

築
に

関
す

る
こ

れ
ま

で
の

工
事

実
績

。
・
管

路
情

報
の

開
示

（
下

水
道

台
帳

シ
ス

テ
ム

デ
ー

タ
）
。

設
問

1
0
-
2
.

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

設
問

1
0
-
3
.

適
切

で
な

い
適

切
で

な
い

適
切

で
な

い
適

切
で

あ
る

適
切

で
な

い

会
社

名

人
材

、
資

機
材

の
相

互
融

通
に

よ
る

効
率

化 次
の

工
程

と
の

連
動

性
、

連
携

性
確

保
に

よ
る

業
務

効
率

化
、

迅
速

化

そ
の

他

「
適

切
で

な
い

」
と

し
た

場
合

、
追

加
項

目

契
約

基
準

指
標

に
係

る
ペ

ナ
ル

テ
ィ

基
準

・
金

額
の

適
切

性

目
標

対
象

指
標

の
適

切
性

修
繕

、
改

築
設

計
・
工

事
に

つ
い

て
、

民
間

事
業

者
の

創
意

工
夫

ﾉｳ
ﾊ

ｳ
が

期
待

で
き

る
事

業
規

模
（
金

額
）

創
意

工
夫

が
発

揮
で

き
る

点

民
間

の
総

工
夫

ﾉｳ
ﾊ

ｳ
発

揮
に

お
い

て
、

障
壁

と
な

る
仕

様
の

制
約 契

約
基

準
の

対
象

と
な

る
指

標
項

目
の

適
切

性

総
額

で
60

億
円

資
機

材
の

相
互

融
通

と
し

て
は

、
高

圧
洗

浄
車

が
あ

る
。

ま
た

、
包

括
的

民
間

委
託

に
よ

る
と

、

人
材

活
用

に
つ

い
て

、
実

施
時

期
の

計
画

運
用

が
で

き
る

点
が

大
き

い
。

合
理

化
が

図
れ

る
の

は
、

年
間

5
億

円
程

度
で

あ

る
。

な
お

、
柏

市
か

ら
1
0
億

円
程

度
の

事
業

が
可

能
か

と
い

う
問

合
せ

が
あ

り
、

S
P

R
工

法
協

会
の

南
関

東

支
部

の
打

合
せ

の
中

で
、

対
応

可
能

と
提

出
済

で

あ
る

。
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第
１

回
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

一
覧

　
※

青
色

着
色

箇
所

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
に

伴
う

追
記

箇
所

と
な

る
A

社
B

社
C

社
D

社
E
社

F
社

　
　

　
　

　
　

・
管

路
の

老
朽

化
は

進
展

し
て

い
く
の

で
１

０
％

減
は

厳
し

い
面

が
あ

る
と

考
え

ま
す

・
道

路
陥

没
箇

所
（
下

水
道

起
因

の
道

路
陥

没
の

中
で

最
も

多
い

取
付

管
に

つ
い

て
、

詳
細

調
査

を
実

施
し

て
い

な
い

た
め

リ
ス

ク
は

負
え

な
い

）
・
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

に
つ

い
て

は
、

現
状

で
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
を

実
施

し
た

こ
と

に
よ

る
効

果
が

ど
の

程
度

で
あ

る
か

不
明

な
た

め
削

除
を

希
望

目
標

値
に

つ
い

て
は

詳
細

な
標

記
が

必
要

と
考

え
る

。
例

え
ば

、
道

路
陥

没
に

関
し

て
も

下
水

道
に

起
因

し
な

い
場

合
も

あ
る

、
ま

た
、

苦
情

件
数

に
関

し
て

も
不

可
抗

力
に

よ
る

苦
情

の
場

合
も

多
々

あ
る

。
ペ

ナ
ル

テ
ィ

を
与

え
る

な
ら

ば
、

条
件

面
を

詰
め

な
い

こ
と

に
は

民
間

事
業

者
の

リ
ス

ク
が

高
す

ぎ
る

（
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

を
追

加
す

べ
き

と
考

え
る

）
。

・
陥

没
、

苦
情

等
の

定
義

を
明

確
に

す
る

こ
と

が
必

要
と

考
え

ま
す

・
過

去
の

実
績

値
を

明
確

に
し

て
頂

き
た

い
と

考
え

ま
す

・
目

標
値

の
達

成
時

期
（
毎

年
な

の
か

、
業

務
完

了
時

な
の

か
等

）
を

明
確

に
す

る
こ

と
が

必
要

と
考

え
ま

す

事
例

の
中

で
は

、
苦

情
件

数
は

減
っ

て
き

て
い

る
が

、
2

年
半

程
度

で
あ

っ
て

、
実

施
効

果
か

は
不

明
で

あ
る

。
た

だ
し

、
自

治
体

へ
の

予
防

保
全

的
な

調
査

の
提

言
は

で
き

て
い

る
。

苦
情

事
故

の
処

理
率

は
、

年
度

を
ま

た
い

で
処

理
で

き
な

い
と

い
う

こ
と

も
あ

る
た

め
、

考
慮

し
て

欲
し

い
。

実
施

率
も

元
々

設
計

で
見

込
ん

で
い

た
も

の
は

良
い

が
、

突
発

的
な

も
の

に
つ

い
て

は
考

慮
し

て
欲

し
い

。

目
標

値
に

つ
い

て
は

詳
細

な
標

記
が

必
要

と
考

え
る

。
例

え
ば

、
道

路
陥

没
に

関
し

て
も

下
水

道
に

起
因

し
な

い
場

合
も

あ
る

、
ま

た
、

苦
情

件
数

に
関

し
て

も
不

可
抗

力
に

よ
る

苦
情

の
場

合
も

多
々

あ
る

。
ペ

ナ
ル

テ
ィ

を
与

え
る

な
ら

ば
、

条
件

面
を

詰
め

な
い

こ
と

に
は

民
間

事
業

者
の

リ
ス

ク
が

高
す

ぎ
る

（
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

を
追

加
す

べ
き

と
考

え
る

）
。

１
１

．
本

事
業

の
応

募
資

格
要

件

設
問

1
1
-
1
.

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

　
　

　
　

　
　

た
だ

し
，

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

フ
ィ

ー
等

の
設

定
は

必
要

と
考

え
ま

す
。

設
問

1
1
-
2
.

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

適
切

で
な

い
適

切
で

あ
る

適
切

で
あ

る
適

切
で

あ
る

　
　

　
　

　
　

・
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

調
査

が
当

民
間

委
託

の
核

と
な

る
た

め
、

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
調

査
業

務
の

履
行

実
績

を
追

加
す

べ
き

設
問

1
1
-
3
.

適
切

で
な

い
適

切
で

あ
る

適
切

で
な

い
適

切
で

あ
る

適
切

で
な

い
適

切
で

あ
る

　
　

　
　

　
　

統
括

責
任

者
は

、
技

術
士

（
総

合
技

術
管

理
部

門
－

上
下

水
道

）
の

資
格

を
有

す
る

者
を

追
加

す
る

の
が

適
切

と
考

え
る

。

＜
質

問
＞

統
括

責
任

者
が

主
任

技
術

者
を

兼
務

す
る

こ
と

は
可

能
で

し
ょ

う
か

　
　

　
　

統
括

責
任

者
や

主
任

技
術

者
の

常
駐

は
必

要
で

し
ょ

う
か

事
例

で
あ

る
と

、
総

括
責

任
者

は
兼

務
は

し
て

い
な

い
。

常
駐

は
し

て
い

る
。

住
民

対
応

は
、

J
V

の
事

務
所

で
行

っ
て

い
る

。
連

絡
先

も
J
V

の
事

務
所

と
な

っ
て

い
る

。
河

内
長

野
市

の
事

例
で

は
、

地
元

の
藤

野
工

業
が

緊
急

修
繕

を
実

施
し

て
い

る
。

た
だ

し
、

全
体

の
ボ

リ
ュ

ー
ム

で
は

独
占

的
で

な
く
、

工
事

は
任

せ
て

は
良

く
な

い
と

い
う

こ
と

で
、

地
域

を
限

定
し

て
お

り
、

大
き

な
工

事
も

入
っ

て
い

な
い

。
業

務
実

施
の

判
断

に
つ

い
て

は
、

別
契

約
で

行
う

ケ
ー

ス
と

他
業

務
と

調
整

す
る

ケ
ー

ス
が

あ
る

。

・
管

路
維

持
管

理
に

関
す

る
業

務
に

つ
い

て
は

、
「
下

水
道

管
路

管
理

　
主

任
技

士
」
「
下

水
道

管
路

管
理

　
総

合
技

士
」
「
下

水
道

管
路

管
理

　
専

門
技

士
（
調

査
・
清

掃
）
」
を

配
置

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
（
計

画
策

定
の

み
技

術
士

限
定

と
な

っ
て

い
る

が
、

調
査

結
果

が
粗

雑
で

あ
れ

ば
、

そ
れ

を
基

に
策

定
さ

れ
る

計
画

も
粗

雑
と

な
る

た
め

、
正

確
な

調
査

が
必

要
と

な
る

）

統
括

責
任

者
は

、
技

術
士

（
総

合
技

術
管

理
部

門
－

上
下

水
道

）
の

資
格

を
有

す
る

者
を

追
加

す
る

の
が

適
切

と
考

え
る

。

設
問

1
1
-
4
.地

元
企

業
の

利
用

①
全

て
の

業
務

に
限

ら
ず

、
一

定
の

地
元

企
業

が
実

施
す

る
よ

う
な

義
務

付
け

で
支

障
な

し
全

て
の

業
務

に
つ

い
て

地
元

企
業

が
実

施
す

る
よ

う
な

義
務

付
け

で
支

障
な

し
全

て
の

業
務

に
限

ら
ず

、
一

定
の

地
元

企
業

が
実

施
す

る
よ

う
な

義
務

付
け

で
支

障
な

し
全

て
の

業
務

に
限

ら
ず

、
一

定
の

地
元

企
業

が
実

施
す

る
よ

う
な

義
務

付
け

で
支

障
な

し
全

て
の

業
務

に
限

ら
ず

、
一

定
の

地
元

企
業

が
実

施
す

る
よ

う
な

義
務

付
け

で
支

障
な

し

民
活

事
業

を
推

進
す

る
こ

と
に

よ
り

、
地

域
が

衰
退

し
な

い
よ

う
に

、
地

域
に

根
差

し
た

事
業

体
が

地
域

活
性

を
念

頭
に

置
き

、
地

に
足

の
つ

い
た

事
業

を
展

開
す

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

こ
の

よ
う

な
理

念
を

有
す

る
こ

と
が

事
業

を
推

進
す

る
上

で
必

要
と

考
え

る
。

た
だ

し
、

地
元

企
業

の
有

さ
な

い
最

先
端

技
術

を
事

業
に

組
み

入
れ

る
こ

と
も

重
要

で
あ

る
。

官
か

ら
民

へ
の

移
行

は
、

単
な

る
コ

ス
ト

カ
ッ

ト
に

留
ま

ら
ず

、
高

度
管

理
へ

と
移

行
し

な
け

れ
ば

い
け

な
い

。
そ

の
た

め
に

は
、

高
い

技
術

、
高

い
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
力

を
有

す
る

企
業

が
参

画
す

る
こ

と
も

重
要

で
あ

る
。

ケ
ー

ス
３

お
よ

び
４

に
関

す
る

と
考

え
れ

る
た

め
、

回
答

は
差

し
控

え
ま

す
・
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
は

基
本

的
に

地
域

に
根

差
し

た
企

業
が

実
施

す
べ

き
も

の
で

あ
り

、
地

元
企

業
が

実
施

可
能

な
業

務
を

あ
え

て
市

外
業

者
が

行
う

必
要

は
な

い
が

、
地

元
企

業
の

能
力

評
価

も
必

要

民
活

事
業

を
推

進
す

る
こ

と
に

よ
り

、
地

域
が

衰
退

し
な

い
よ

う
に

、
地

域
に

根
差

し
た

事
業

体
が

地
域

活
性

を
念

頭
に

置
き

、
地

に
足

の
つ

い
た

事
業

を
展

開
す

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

こ
の

よ
う

な
理

念
を

有
す

る
こ

と
が

事
業

を
推

進
す

る
上

で
必

要
と

考
え

る
。

た
だ

し
、

地
元

企
業

の
有

さ
な

い
最

先
端

技
術

を
事

業
に

組
み

入
れ

る
こ

と
も

重
要

で
あ

る
。

官
か

ら
民

へ
の

移
行

は
、

単
な

る
コ

ス
ト

カ
ッ

ト
に

留
ま

ら
ず

、
高

度
管

理
へ

と
移

行
し

な
け

れ
ば

い
け

な
い

。
そ

の
た

め
に

は
、

高
い

技
術

、
高

い
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
力

を
有

す
る

企
業

が
参

画
す

る
こ

と
も

重
要

で
あ

る
。

特
に

緊
急

時
対

応
に

つ
い

て
は

、
地

元
企

業
優

先
す

る
こ

と
で

一
時

対
応

が
迅

速
に

な
る

会
社

名
「
適

切
で

な
い

」
と

し
た

場
合

の
削

除
項

目

「
適

切
で

な
い

」
と

し
た

場
合

の
追

加
項

目

管
路

維
持

管
理

業
務

に
係

る
地

元
利

用

回
答

理
由

、
主

旨

受
皿

組
織

に
関

す
る

資
格

要
件

の
適

切
性

「
適

切
で

な
い

」
と

し
た

場
合

、
ど

の
よ

う
な

受
皿

組
織

が
適

切
か

会
社

要
件

の
適

切
性

「
適

切
で

な
い

」
と

し
た

場
合

、
ど

の
よ

う
な

要
件

が
適

切
か

予
定

技
術

者
要

件
の

適
切

性

「
適

切
で

な
い

」
と

し
た

場
合

、
ど

の
よ

う
な

要
件

が
適

切
か
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 第
１

回
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

一
覧

　
※

青
色

着
色

箇
所

は
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
に

伴
う

追
記

箇
所

と
な

る
A

社
B

社
C

社
D

社
E
社

F
社

②
全

て
の

業
務

に
限

ら
ず

、
一

定
の

地
元

企
業

が
実

施
す

る
よ

う
な

義
務

付
け

で
支

障
な

し
全

て
の

業
務

に
限

ら
ず

、
一

定
の

地
元

企
業

が
実

施
す

る
よ

う
な

義
務

付
け

で
支

障
な

し
全

て
の

業
務

に
つ

い
て

地
元

企
業

が
実

施
す

る
よ

う
な

義
務

付
け

で
支

障
な

し
地

元
企

業
に

関
す

る
要

件
が

あ
る

と
、

参
画

困
難

全
て

の
業

務
に

限
ら

ず
、

一
定

の
地

元
企

業
が

実
施

す
る

よ
う

な
義

務
付

け
で

支
障

な
し

全
て

の
業

務
に

限
ら

ず
、

一
定

の
地

元
企

業
が

実
施

す
る

よ
う

な
義

務
付

け
で

支
障

な
し

前
項

と
同

様
の

回
答

と
な

る
。

・
地

元
企

業
も

ダ
ン

ビ
ー

の
施

工
は

で
き

な
い

が
、

長
期

的
に

技
術

移
管

を
し

て
い

く
。

ま
た

、
布

設
替

え
は

、
地

元
企

業
が

得
意

で
あ

り
、

住
民

対
応

も
対

応
し

て
も

ら
う

。
・
地

元
企

業
は

現
状

現
場

代
理

人
を

実
施

し
、

工
事

の
中

身
は

ク
ボ

タ
工

研
が

実
施

し
て

い
る

。
・
地

元
企

業
と

は
J
V

で
良

い
。

コ
ン

サ
ル

を
入

れ
る

と
な

る
と

、
乙

型
J
V

が
良

い
。

・
施

工
班

や
時

期
の

問
題

で
，

一
部

は
地

元
以

外
で

の
施

工
が

で
き

る
と

効
率

化
に

つ
な

が
る

と
思

わ
れ

ま
す

・
全

て
の

地
元

企
業

活
用

は
困

難
で

あ
る

と
考

え
ま

す
が

、
一

定
の

考
慮

は
必

要
と

考
え

ま
す

柏
市

内
の

業
者

は
、

管
更

生
工

法
の

協
会

に
入

っ
て

い
る

会
社

は
い

な
い

。
S
P
R

工
法

協
会

の
会

員
が

い
な

い
一

方
で

、
開

削
、

管
更

生
に

伴
う

土
木

工
事

は
全

く
無

い
わ

け
で

は
な

い
。

こ
れ

は
地

元
の

得
意

分
野

の
た

め
、

配
慮

し
て

い
き

た
い

。
現

状
の

管
工

事
は

地
元

が
受

注
し

て
、

協
会

員
の

建
設

会
社

が
協

力
会

社
と

し
て

入
る

。
我

々
は

、
材

料
供

給
の

み
を

担
当

し
て

い
る

。
地

元
企

業
を

、
今

後
育

成
し

て
い

く
と

い
う

こ
と

も
あ

る
。

取
替

工
事

や
地

域
調

整
は

地
元

企
業

が
実

施
す

る
と

い
う

こ
と

は
あ

る
。

そ
れ

な
り

の
規

模
と

技
術

力
を

持
っ

て
い

る
地

元
と

J
V

を
作

る
こ

と
に

な
る

か
も

し
れ

な
い

が
、

応
募

資
格

要
件

と
し

て
は

、
例

え
ば

、
柏

市
の

上
位

や
千

葉
県

の
A

ラ
ン

ク
が

想
定

さ
れ

る
。

・
地

元
企

業
が

実
施

可
能

で
あ

れ
ば

地
元

企
業

が
行

っ
た

方
が

良
い

前
項

と
同

様
の

回
答

と
な

る
。

一
部

に
於

い
て

は
地

元
企

業
を

優
先

す
る

べ
き

と
考

え
る

。

１
２

．
そ

の
他

設
問

1
2
-
1
.

民
活

事
業

は
、

官
と

民
が

共
同

で
最

適
な

事
業

を
創

出
す

る
も

の
と

考
え

る
。

そ
の

た
め

に
は

、
官

と
民

の
立

場
が

対
等

で
、

自
由

で
公

正
な

商
取

引
が

行
わ

れ
な

け
れ

ば
成

り
立

た
な

い
。

管
路

包
括

は
、

幾
つ

か
の

先
進

的
な

取
組

み
は

始
ま

り
つ

つ
あ

る
、

い
わ

ば
黎

明
期

で
あ

る
。

そ
の

よ
う

な
中

、
当

該
事

業
は

初
の

本
格

的
な

管
路

包
括

的
事

業
で

あ
り

、
全

国
が

注
目

す
る

事
業

で
あ

る
。

当
該

事
業

の
成

否
が

、
今

後
の

日
本

の
下

水
道

管
路

包
括

の
行

く
末

に
大

き
な

影
響

を
与

え
る

も
の

と
考

え
る

。
官

と
民

が
協

力
し

て
全

体
最

適
を

追
及

す
る

、
モ

デ
ル

的
な

事
業

と
し

て
w

in
-
w

in
の

関
係

を
構

築
す

る
も

の
と

し
て

成
功

さ
せ

る
こ

と
を

願
っ

て
い

る
。

・
ペ

ナ
ル

テ
ィ

が
設

定
さ

れ
て

い
ま

す
が

、
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

も
考

慮
し

て
欲

し
い

と
考

え
ま

す
・
価

格
提

案
に

は
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

関
わ

る
費

用
も

考
慮

し
て

欲
し

い
と

考
え

ま
す

・
改

築
等

数
量

は
調

査
数

量
に

左
右

さ
れ

る
が

莫
大

に
な

っ
た

場
合

で
も

す
べ

て
実

施
す

る
方

針
と

理
解

し
て

よ
い

で
し

ょ
う

か
・
維

持
管

理
フ

ロ
ー

で
調

査
結

果
か

ら
緊

急
度

を
判

定
し

対
策

の
検

討
を

行
う

流
れ

に
な

っ
て

お
り

ま
す

が
、

更
生

工
法

の
設

計
に

必
要

な
値

を
得

る
詳

細
調

査
は

考
慮

さ
れ

な
い

の
で

し
ょ

う
か

・
改

築
工

法
の

選
択

は
受

託
者

に
自

由
度

が
あ

る
と

考
え

て
よ

い
で

し
ょ

う
か

（
発

注
者

と
の

協
議

・
承

認
は

不
可

欠
と

考
え

て
ま

す
）

・
一

定
の

業
務

品
質

確
保

、
過

度
な

価
格

競
争

を
防

ぐ
た

め
に

も
、

公
募

型
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
方

式
が

望
ま

し
い

と
考

え
ま

す
・
ま

た
、

上
記

観
点

か
ら

、
技

術
提

案
要

素
の

比
率

（
７

０
％

以
上

）
、

最
低

価
格

の
設

定
・
公

表
等

が
必

要
と

考
え

ま
す

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
は

、
次

期
委

託
の

評
点

に
反

映
す

る
と

い
う

こ
と

が
考

え
ら

れ
る

。

・
リ

ス
ク

分
担

を
明

確
に

し
て

頂
き

た
い

・
土

砂
処

分
に

つ
い

て
は

、
受

入
先

が
少

な
い

た
め

、
指

定
処

分
と

す
る

こ
と

を
検

討
し

て
頂

き
た

い
　

（
処

分
費

に
つ

い
て

は
発

注
者

負
担

）

事
務

所
と

し
て

は
、

下
水

道
管

理
用

地
を

ど
こ

か
貸

し
て

欲
し

い
。

お
そ

ら
く
5
台

で
最

低
5
人

が
常

駐
と

な
る

。
民

間
で

用
意

す
る

と
な

る
と

、
大

き
な

金
額

と
な

る
た

め
、

公
共

側
で

準
備

し
て

欲
し

い
。

そ
れ

に
対

し
て

、
民

間
が

借
地

料
を

支
払

う
等

が
良

い
。

布
設

替
え

で
改

築
す

る
際

は
、

取
付

管
は

す
べ

て
替

え
て

し
ま

っ
た

方
が

良
い

。

民
活

事
業

は
、

官
と

民
が

共
同

で
最

適
な

事
業

を
創

出
す

る
も

の
と

考
え

る
。

そ
の

た
め

に
は

、
官

と
民

の
立

場
が

対
等

で
、

自
由

で
公

正
な

商
取

引
が

行
わ

れ
な

け
れ

ば
成

り
立

た
な

い
。

管
路

包
括

は
、

幾
つ

か
の

先
進

的
な

取
組

み
は

始
ま

り
つ

つ
あ

る
、

い
わ

ば
黎

明
期

で
あ

る
。

そ
の

よ
う

な
中

、
当

該
事

業
は

初
の

本
格

的
な

管
路

包
括

的
事

業
で

あ
り

、
全

国
が

注
目

す
る

事
業

で
あ

る
。

当
該

事
業

の
成

否
が

、
今

後
の

日
本

の
下

水
道

管
路

包
括

の
行

く
末

に
大

き
な

影
響

を
与

え
る

も
の

と
考

え
る

。
官

と
民

が
協

力
し

て
全

体
最

適
を

追
及

す
る

、
モ

デ
ル

的
な

事
業

と
し

て
w

in
-
w

in
の

関
係

を
構

築
す

る
も

の
と

し
て

成
功

さ
せ

る
こ

と
を

願
っ

て
い

る
。

追
加

設
問

対
応

可
能

で
あ

る
対

応
可

能
で

あ
る

対
応

可
能

で
あ

る
対

応
可

能
で

あ
る

対
応

可
能

で
あ

る
対

応
可

能
で

な
い

。

※
J
V

等
に

よ
る

実
施

を
前

提
と

す
る

全
て

の
業

務

会
社

名

「
イ

　
対

応
可

能
で

な
い

。
」
と

回
答

し
た

場
合

、
ど

の
業

務
が

対
応

が
困

難
で

あ
り

、
ど

の
程

度
の

数
量

で
あ

れ
ば

対
応

可
能

か

管
路

工
事

に
係

る
地

元
利

用

回
答

理
由

、
主

旨

自
由

意
見

「
事

業
実

施
数

量
_ケ

ー
ス

３
の

一
部

変
更

版
.p

df
」
の

業
務

実
施

数
量

は
対

応
可

能
か
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(2) 第２回市場調査 

第 2 回市場調査は、本事業にメインプレイヤーとしての参画の可能性が高い A 社、B 社、C 社の３社

に対して、事業スキーム、事業範囲、リスク分担、包括的民間委託導入効果等について、民間事業者の意

見を確認する目的で、アンケート調査及びヒアリングにより実施した。アンケート調査票の様式及びア

ンケート調査説明資料については、参考資料１－２に示す。 

アンケート調査結果及びヒアリング結果の概要を以下に示す。 

 

表 8 第２回アンケート調査結果の概要 

項目 結果の概要 

１）本事業への参

画意向につい

て 

・事業範囲について、調査・計画・設計・施工・管理の一連の業務が含まれな

いため、適切でない。また、布設替工事が切り離されているため、効率性を

阻害しているという意見あり。 

・管更生メーカー２社は、計画修繕、管更生設計、管更生工事を事業範囲に含

まないと、参画意向は減退するという意見あり。 

・管更生メーカー２社は、事業期間を２年以下にすると、参画意欲はほぼなく

なるという意見あり。 

２）業務範囲につ

いて 

・災害対応業務について、業務範囲に含めるのでなく、別途契約を希望する意

見あり。 

・事業範囲について、苦情・事故一次対応及び下水道台帳関連業務は、市が対

応すべきであり、適切でないという意見あり。 

３）業務委託費積

算について 

・管路内カメラ調査は、残土処分で精算が必要である。 

・緊急時及び災害対応業務は、対応範囲及び作業量が明確でないため、精算が

必要である。 

・管路改築・修繕について、浸入水の止水、管路勾配の修正、段差・破損・ク

ラック等の処理費用の精算が必要である。 

・募集時に示す管更生工法の要求性能について、公的機関による審査証明が

取得されている工法という要求水準が良い。 

４）リスク分担 ・税制度変更リスクについて、消費税変更は市が負担すべきリスクである。 

５）包括委託導入

による効率化

効果 

・契約期間３年から５年で、１から５％の削減効果 

・定性的に「共通仮設費」「現場管理費」「一般管理費」等の諸経費が低減でき

る 

６）水洗化関連（排

水設備工事） 

・下水道管路の包括的な委託の場合、対象範囲に民地（排水設備）を含めるこ

とは、主に「権限の問題」から親和性は低いが、対応は可能。 

・排水設備工事監督業務を含めることは、件数も大きく、人的負荷の面で厳し

いため、職員が直接実施すべき。 

７）スクリーニン

グ調査見積も

り 

・管路内簡易カメラ点検以外の手法は、管路内簡易カメラ点検よりも３～７

割は高価となる。 
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第２回アンケート調査結果一覧　　※ヒアリング等による追記事項を青字着色

A社 B社 C社

１．本事業への参画意向について

設問1-1. 適切でない 適切でない 適切である

前回のスキームでは、調査・計画・設計・施工・管理の一連
の業務が事業範囲に含められていたため、効率的で適正な
事業実施が期待出来るスキームであったが、今回のスキー
ムでは一連の流れが分断されてしまっている。そのため、事
業実施のスキームについて「イ.適切でない」と回答した。そ
の理由は、①受託者自らが調査を実施し、自らのノウハウを
駆使して計画を策定することが効率的であり適切であるた
め ②調査の結果、劣化の状況に応じては、緊急的な工事の
必要がある場合もあるため。
布設替工事が切り離されていることも効率性を阻害してい
る。対象工事を一括的に管理することにより、例えば布設替
工事と更新工事の対象位置が隣接した場合等は効率的な
工事実施が可能である。また、布設替工事や修繕は地元企
業への発注を考えているが、一定規模の工事を事業範囲と
されれば、地元企業の業務平準化も図れるし、さらに計画
的に更新工事の協業を進めることにより地元企業の育成に
も寄与することが可能となる。
なお、民間企業の立場としては、事業範囲を減少させること
により、受託者の裁量が限定されるため、参画意欲は減少
する。

・『苦情・事故一次対応業務』や『下水道台帳関連業務』は、
これまで築かれた「市と住民との良好な関係性」を維持する
ためにも、自治体主体で行うことが望ましいと考えます。
また、人口規模からきわめて多くの問い合わせが想定され、
対応人材確保の面で対応が難しいと考えます。

【追加確認内容】布設替工事を含めると、提案時に応募者
が事業費の積算を行うことが困難となることを危惧していま
す。応募者は、少なくとも費用の変動要素が大きい仮設の
必要性や埋設物の有無を確認のうえ、積算することが必要
と考えますが、３ヵ月程度の提案期間でそこまで可能でしょう
か。

【回答】調査結果等の既設管の状態や諸条件を開示してい
ただければ、３ヶ月の提案期間でも可能と思います。
諸条件とは、布設替工事の場合、地上部に対しての影響が
大きいため、道路条件・交通量（規制可能の有無）・バス路
線（夜間工事の有無）埋設物・埋設管の有無等の条件となり
ます。

設問1-2. 計画修繕、管更生設計、管更生工事を事業範囲に含まない
と、本事業への参画意欲はなくなる

計画修繕、管更生設計、管更生工事を事業範囲に含まない
と、本事業への参画意欲は弱まる

参画意欲はなくなるに近い弱まる

計画修繕、管更生設計、管更生工事を事業範囲に含まなく
ても、本事業への参画意欲は高い

包括的業務を行う場合は、計画修繕、管更生設計、管更生
工事は事業範囲に含めるべきと考える、その理由は設問1-
1に記した。

・維持管理業務のみだと、ノウハウ活用の場が限られ収益
性に影響が出るため、参加意欲が弱くなります。
また、対応できる事業者数が限られれば競争性が確保でき
ない恐れもあります。

日常点検および計画的維持管理業務を主たる業務としてい
るため

設問1-3. 事業期間を２年以下に設定することで、本事業への参画意
欲は弱まる

参画意欲はなくなるに近い弱まる

事業期間を２年以下に設定することで、本事業への参画意
欲はなくなる

1年になると参画意欲は特にない

事業期間を２年以下に設定しても、本事業への参画意欲は
高い

事業期間を３年に設定しても、本事業への参画意欲は高い 事業期間を３年に設定することで、本事業への参画意欲は
弱まる

許容範囲である

事業期間を３年に設定しても、本事業への参画意欲は高い

事業期間を４年に設定しても、本事業への参画意欲は高い 事業期間を４年に設定することで、本事業への参画意欲は
弱まる

許容範囲である

事業期間を４年に設定しても、本事業への参画意欲は高い

設問1-1に回答した思想に基づけば事業期間は５年が必要
と考えるが、３年であっても４年であっても、当社の本事業に
参画する意欲は高い。ただし、２年以下であるならば通常業
務との差異が無いため、参画意欲は弱まる。

・事業範囲や内容にもよりますが、事業期間を短くすること
により事業規模が少なくなるため、収益機会やノウハウ活用
の場が限られるほか、新たな事業提案が出来ない恐れがあ
ります。

事業期間が単年度の場合には、実施可能な業務も限定的
となり、受託業者の創意工夫を発揮できる余地が少なくなる
が、複数年であれば、自由裁量の部分も増え創意工夫を発
揮できると考えるため。

２．業務範囲について

設問2-1. 適切でない。 適切でない。 適切である。

　　　　　　 削除すべき業務 災害対応業務 苦情・事故一次対応業務、下水道台帳関連業務

　　　　　　 理由 緊急時の対応は業務範囲に入るべきとは考えるが、災害対
応業務は、極めて大きなボリュームとなる可能性が高い。業
務範囲に入れるのでは無く、別途契約とすることを希望す
る。

・住民と接する機会が多い業務に関しては、これまで築かれ
た「市と住民との良好な関係性」を維持するためにも、自治
体主体で行うことが望ましいと考えます。

３．業務委託費の積算について

設問3-1. 適切でなく、ある業務項目について仮に契約期間中の精算
が認められない場合、リスクフィーを上乗せする必要があ
る。

適切でなく、ある業務項目について仮に契約期間中の精算
が認められない場合、リスクフィーを上乗せする必要があ
る。

適切でなく、ある業務項目について仮に契約期間中の精算
が認められない場合、リスクフィーを上乗せする必要があ
る。

変動費（管路内カメラ調査） スクリーニング調査費（清掃が必要な場合） ①管路内等定期清掃業務
②緊急時及び災害対応業務

　　　　　　 管路内調査を行う際の清掃及び残土処分は、一般的な数量
を積上げることとなっているが、市のこれまでの清掃頻度に
よっては、管路内に堆積する土砂量が極めて多い場合もあ
る。①管路内清掃費　②土砂搬出費　③汚泥産廃処分量に
ついては変動費として扱う必要があると考える。

スクリーニング調査で清掃が必要な場合となる。また、不測
の事態が生じた場合は、協議が必要である。

①土砂の堆積率により作業量が変動するため
②対応範囲および作業量が明確でないため

【追加確認内容】カメラ調査の結果で、浸入水の有無は判別
できるため、その止水費用は、当初応募時に提案できると考
えますが、カメラ調査結果により判明できなかったものと考え
て良いでしょうか。

【回答】ご指摘のような、カメラ調査で浸入水が確認できず
に、工事実施段階で確認するケースもあります（0⇒1ケー
ス）。その他、以下のケースも考えられます（少量⇒多量
ケース）。
　・浸入水は地下水位の影響を大きく受ける。
　・カメラ調査時期は年度末に近い時期（乾季）に行われて
いることが多く、工事は雨季（６月～１０月）が絡むことが多
い。
　・そのため、カメラ調査で浸入水が確認出来ているとして
も、工事実施時期には、浸入水量が相当増加している場合
もある。

上記回答の理由

事業期間を5年より
短くした場合の参
画意欲への影響

2年以下にすること
対する意見

3年以下にすること
に対する意見

4年以下にすること
に対する意見

上記回答の理由

業務項目の適切性

サービス購入料の
支払い方法

上乗せする 費目

理由

計画修繕、管更生
設計、管更生工事
を事業範囲に含ま
ない場合の参画意
欲への影響

会社名

事業範囲の適切性

上記回答の理由
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第２回アンケート調査結果一覧　　※ヒアリング等による追記事項を青字着色

A社 B社 C社
設問3-2. 適切でなく、これ以外にも管更生改築業務は設計変更が想

定される事由があり、リスクフィーを上乗せする必要がある。
適切でなく、これ以外にも管更生改築業務は設計変更が想
定される事由があり、リスクフィーを上乗せする必要がある。

　　　　　　 ① 侵入水の止水費用
② 管路勾配の修正費用
③ 段差・破損・クラック等の処理費用

・設問3-1と同様です。 採用する工法により前処理の程度が異なるため（前処理の
数量変動）

【追加確認内容】前処理の費用は、カメラ調査の結果があれ
ば、積算可能と考えたのですが、いかがでしょうか。

【回答】カメラ調査の結果を基に積算は可能です。ただし、カ
メラ調査実施から工事着手までの期間が空いた場合には、
モルタル付着、土砂堆積、木の根侵入などが発生し、設計
変更となるケースが多い状況です。

設問3-3. ① 技術審査証明を取得している工法
② 柏市内で実績のある工法
③ 円形渠、非円形渠に対応できる工法
④ 更生工事による縮径があっても、既設管以上の流下能
力の確保が可能な工法
⑤ 一定の下水を流下させながら施工が可能な工法

・『管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン(案)』
に記載される要求事項を満足し、審査証明取得等の客観的
な評価がなされた工法が望ましいと考えられます。

①既設管の残存強度を明確にすること
②更生前よりも更生後の流下能力が下回る場合は、発注側
監督員と協議を行うこと

【追加確認内容】既設管の残存強度は、設計の段階で明確
になるため、公募の段階では不明のままとなり、その後設計
変更の対象となりますが、問題ありますでしょうか。
更生後の流下能力が下回る等は、設計の段階で確認する
ことになりますが、工事の段階で発注側監督員との協議は
必要でしょうか。

【回答】小口径管の残存強度を定量的に評価するには、衝
撃弾性波による調査が必須となるため、設計段階において
当該工種に要する費用と期間を見込んで頂けれれば問題
はないと考えます。更生後の流量低下についても設計の段
階で確認（承認）を行うのであれば問題ないと考えます。

４．リスク分担

設問4-1. 適切でない 適切でない 適切でない

当初契約時の消費税率と、単年度のサービス対価支払い
時の消費税率に変化が生じた場合は見直す必要があると
考えるため。

① 『税制度等の変更リスク』
すでに公表されている消費税10％への増税は、市が負担者
として考えられます。
②『住民問題リスク』
　「事業者の業務実施に伴い生じる住民反対運動・訴訟」
　→　「事業者の業務の不備に伴い生じる住民反対運動・訴
訟」へ変更をお願いしたい。
③『瑕疵担保』
　事業年度ごとなど、瑕疵担保期間の効果発生時期を明確
にする必要があると考えられます。
④『引継ぎ関連リスク』
　他企業との引継ぎトラブルを避けるため、市が負担者とし
て「上記以外のもの」と追記をお願いしたい。

※民間事業者の不備に対するリスクを負うことは理解してい
るが、一方で、民間事業者が加入できる、維持管理に対す
る保険商品が乏しいため、その点は考慮していただきたい

自治体は道路陥没等の事故保険に安く入れるが、民間企
業は、業務の不備に伴う保険（損害保険等）には入れない
ため、例えば、スクリーニング調査をした区間で、陥没事故
が発生した場合のリスクは負担できない。

許認可遅延リスクについて、許認可を必要とする項目が複
数考えられるため、市、受託者側のリスクを個別に判断する
必要がある。また、最終的には柏市として提出する申請もあ
ると考えられ、市側の対応が遅れた場合、受託者側の努力
のみではカバーしきれない。

５．包括委託導入による効率化効果

設問5-1. 1%

3%

5%

包括的管理委託による事業実施効果は、①発注事務の簡
素化 ②一連の流れを一つの団体が責任をもって実施する
ため、業務の流れに継ぎ目が生まれない ③IoTなどの民間
が有する最新技術を駆使した管路管理を行うことで、従来よ
りも高度な管理を、コストを抑えて市民に提供することも可
能となる ④年度末に集中していた業務が平準化される　⑤
長期的な契約を行えることは受託者企業経営の安定化に寄
与する。
一般に包括的業務は、これら効果が複合的に影響し、ＶＦＭ
が10～15％が生じると言われている。本スキームでは①④
の効果しか生じないため、コスト効果は1～5％程度と限定さ
れる。

・公表資料が少なく、現在のところ回答を控えたいと考えて
おりますが、一般的には、個別発注から一括発注への変更
や、契約期間が長いほど、「共通仮設費」「現場管理費」「一
般管理費」等の諸経費が低減できると考えております。
反面、複数業務の統括・調整や経理事務等に関する費用が
必要となりますが、それを含めても総じて低減が可能である
と考えます。

業務として、統括・調整等のマネジメント業務を含めて欲し
い。

ご提示頂いた条件（総額と維持管理、改築の割合）のみで
は判断が困難であるため、回答は保留させて頂きます

【追加確認内容】③IoTの利用は可能と考えますが、何が障
壁となっているのでしょうか。

【回答】IoTについては、種々のツールがあるため、業務や作
業の効率化に資するものであれば積極的に活用します。た
だし、管理の高度化に活かすIoTについては、委託期間の長
さや自由裁量の範囲、さらに要求水準のレベルや契約額に
応じて決めていくため、現段階では明言出来ません。

リスク分担の適切
性

「イ　適切でない。」
と回答した場合、ど
の点が不適切か

包括委託の経費削
減効果

契約期間3年

契約期間4年

契約期間5年

理由

募集時の管更生工
法の要求性能

修繕業務及び管更
生改築業務の設計
変更の事由

理由

会社名
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第２回アンケート調査結果一覧　　※ヒアリング等による追記事項を青字着色

A社 B社 C社
設問5-2 一連の業務を包括的に実施した場合は、効率化・品質向上

両面の相乗効果が期待出来るが、本スキームのように調査
と設計・施工が分離されている（対象箇所が異なる）場合
は、事業の連続性が損なわれ包括性に欠くことになり、以下
に示すうち限定的な効率化のみが効果となる。
【効率化について】ＤＢの効果としては、①設計に必要な調
査を行った上で設計・積算を行い発注・契約 ⇒ ②工事に必
要な調査を行った上で、現場条件を勘案し異なる場合に設
計変更協議 ⇒ ③条件変更を科学的に根拠に基づき合意し
た上で設計変更 ⇒ ④工事、という流れから、②と③を削除
出来るため、事業期間の短縮が可能となる。包括的な業務
とした場合はそれに加え、優先順位と施工環境に配慮した
最適工事計画が策定されるため、例えば、他事業の工事
（水道、道路、電気、ガス等）と時期をずらし市民生活の負担
を最小限に抑えることも可能となる。
【品質向上について（包括的な業務の場合）】管更生工事を
行う作業員には比較的高い技量が求められる。工事実施時
期の裁量権が事業者に委ねられることにより、熟練作業員
のバッティングを避け、安定した高い品質を確保することが
可能となる。さらに計画的に地元企業と協業をすることが可
能となり、地元企業の技術力向上に寄与できる。

・工法や手法、実施時期や順序の提案を認める等、それら
の選定に自由度を付与することで、業務の効率化や迅速
化、品質向上等の効果が得られると考えております。

①管更生を施工する業者が実施設計に深く関与するため、
施工段階での変更が少ない。
②上記に関連し、仮に現場でトラブルが発生した際にも迅速
に対応が可能である。

６．その他

説明資料のp14に記される「※管口カメラスクリーニング調査
の実施対象箇所」には着色しないマンホールの調査を省く
方法が記されている。管口カメラスクリーニング調査は、次
の理由により全箇所実施する必要があると考える。①管路
の最大の弱点はマンホールと管路の接続部であるため、管
口は全て確認する必要がある ②管口カメラでの劣化や破損
の確認可能範囲は管口から10m程度未満である。

・取付管改築はZパイプのみが対象でしょうか。
陶管等、調査結果で要改築と判断されたものも含めては如
何かでしょうか。ただし、開削を許容いただきたいと考えてお
ります。
・p.8の「健全度判定基準の再精査」とは具体的にどのような
作業を想定されていますでしょうか。下水道協会基準（案）
（ABC，abc，緊急度ⅠⅡⅢ健全ランク）の変更もしくは、柏
市独自の基準を適用されるのでしょうか。
・業務費の積算のみでなく、複数業務の効率運営や経理等
マネジメントに関わる費用（マネジメントフィー）の設定も必要
と考えます。

７．水洗化関連

下水道管路の包括的な委託の場合、対象範囲に民地（排水
設備）を含めることは、主に「権限の問題」から親和性は低
いと考えます。
しかし、発注者様において職員数の減少等により、民間企
業の「補完」が必要であるならば対応致したいと考えており
ます。
ただし、その場合は、受託者側の人間に「準公務員」的な位
置けを、内外に明示して頂きたいと思います。

準公務員は、受託していることを腕章等で明示することで構
わない。

排水設備工事監督業務を含めることは、件数も大きく、人的
負荷の面で厳しい。緊急事故一次対応と同様に、住民と接
する業務のため、職員が直接実施すべきと思われる。

　完了検査時における施設構造の現地確認程度であれば
対応可能かと思いますが、件数が多いため、専属の班を編
成する必要があると思います。
　その他の事務手続きなどについては、専門的な知識を有
する人員とその補助人員が必要になるほか、執務環境につ
いても整備が必要となるため、本事業の対象外とする方が
望ましいと考えます。公共下水道の維持管理等を包括とす
るだけでも事業実施初年度は混乱が生じる部分もあるた
め、一度に民間委託の枠を広げず、段階的に事業対象範囲
を広げるなどの配慮が必要と思います。

管更生の設計と改
築を一括した場合
の相乗効果

事業スキーム検討
資料その２の自由
意見

　　排水設備工事検査支援を事業
範囲に含めることについて、本事業
内容との親和性や事業範囲に含め
ることの適切性などの意見

会社名
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（1） 地域企業 

地域の大手企業といえる柏市建設業会の代表である G 社、東葛地区協議会の代表である H 社に対し

て、事業への参画意向、事業範囲、事業期間、受皿組織の形態等について、アンケート調査及びヒアリン

グを実施した。各企業ともにアンケートの回答においては、各々の会の会員企業の一部に意見照会を行

ったうえで、回答を行っている。アンケート調査票の様式及びアンケート調査説明資料については、参考

資料１－３示す。 

アンケート調査結果及びヒアリング結果の概要を以下に示す。 

 

表 9 地域の大手企業へのアンケート調査結果の概要 

項目 結果の概要 

１）本事業への参

画意向につい

て 

・両企業ともに参画意向がある。 

 

２）事業スケジュ

ール 

・事業導入スケジュールについて、提案期間（3 ヵ月）、引継期間（1 ヵ月）

は適切である。 

３）事業範囲 ・予防保全型維持管理を包括的民間委託に含むことでよい。 

・苦情・事故一次対応、緊急清掃、緊急改築・修繕及び定期清掃等を包括的民

間委託のパッケージ範囲に含むことで問題ない。 

４）事業期間 ・事業期間は１年、３年の要望である。 

５）業務内容 ・業務項目については適切である。 

・地域企業群により対応可能であり、また、複数の応募者の擁立が可能であ

る。 

６）受皿組織の形

態 

・JV の構成員としての参画を希望する。 

・会社の技術力・対応能力・組織の規模また管の更生経験等によって選定した

業者の団体（事業共同組合）での参画も考えられる（入吉吉田工業）。 

 

アンケート調査結果の詳細を次ページ以降に示す。
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アンケート調査結果一覧（大手の地域企業）
G社 Ｈ社

１． 本事業への参画意向について
設問1-1. 本事業に対する興味・

関心
大いに興味・関心がある 大いに興味・関心がある

設問1-2. 本事業への参画意向 ある ある

２． 事業導入スケジュール

設問2-1. 募集要項等公表から事
業提案書受付の期間
（3ヵ月）

適切である。 適切である。

設問2-2. 市からの引継期間（1ヵ
月）

適切である 適切である。

設問2-3. 事業導入ｽｹｼﾞｭｰﾙに関す
る自由意見

引き継ぎ内容により「イ　適切でない」も考えられる。 Ｈ28年度に引き続き、Ｈ29年度に詳細検討業務が発注されると
すればスケジュールとしてはタイトと思われる。

３． 事業範囲
設問3-1. 予防保全型維持管理業

務を包括的民間委託
パッケージ範囲に含む
ことについて

全てパッケージ範囲に含むことでよい 全てパッケージ範囲に含むことでよい

上記回答の理由 JVを構成する企業間の協定の内容が明確にされないと判断が
難しい。
（改築・修繕）

包括的民間委託により、効率的な維持管理業務発注になると
思われる。

設問3-2. 苦情・事故一次対応、緊急
清掃、緊急改築・修繕及び
定期清掃等を包括的民間
委託のパッケージ範囲に
含むことについて

全てパッケージ範囲に含むことでよい 全てパッケージ範囲に含むことでよい

上記回答の理由 緊急対応の業者は、緊急度・規模等により、会社の技術力・対
応能力・組織の規模また管の更生経験等によって選定した業
者であれば「ア　全てパッケージ範囲に含むことでよい」。

上記内容を包括的民間委託として行っていくことで適切である
と考える。
ただし、ＪＶから地元業者への発注の優先度、作業に対しての
適正な対価、現状の
受託業者への対応等について配慮の必要性はあると考える。

４． 事業期間

設問4-1. 適切な事業期間 その他 ３年

その他回答 １ 年間
上記回答の理由 初年度については１年としてその後１～５年とする。 他の包括的民間委託も3年が一般的なため

５． 事業内容

設問5-1. 業務項目の適切性 適切である。 適切である。

追加すべき業務 JV構成会社の細目協定内容が必要。

設問5-2. 業務実施数量は、地域
企業群で対応可能か

地域企業群により対応可能であり、また、複数の応募者の擁
立が可能である。

地域企業群により対応可能であり、また、複数の応募者の擁
立が可能である。

６． 受皿組織の形態

設問6-1. 受皿組織における参加
希望形態

ア　ケース１のJVの構成員としての参画を希望する。

イ　ケース２のJV非構成員（下請け企業、協力企業）としての参
画を希望するものとし、地域企業群で事業協同組合を設立して
の受注を希望する。

ケース１のJVの構成員としての参画を希望する。

上記回答の理由 ア　地域会社がJV構成員として参画する必要性がある。

イ　会社の技術力・対応能力・組織の規模また管の更生経験
等によって選定した業者の団体（事業共同組合）での参画も考
えられる。

ＪＶとして参画した方が会社としての通年スケジュールの計画
的業務の平準化が計れる。

７． その他
本事業に関して、自由
意見等

現在柏市の考えている、下水道包括的民間委託事業であるの
で、積極的に参画させていたいと考えます。
しかしながら初の試みですので、全体としてよく見えてこない部
分とか、想定できないことも多数あるなかでの回答です、お含
みおきください。
今後ともよろしくお願いします。

会社名
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(4) 地域の中小企業 

清掃、調査及び維持補修工事を実施する地域の中小企業に対して、事業への参画意向、事業範囲、事業

期間等について、アンケート調査及びヒアリングを実施した。アンケート調査票の様式及びアンケート

調査説明資料については、参考資料１－４に示す。 

アンケート調査結果及びヒアリング結果の概要を以下に示す。 

 

表 10 地域の中小企業へのアンケート調査結果の概要 

項目 結果の概要 

１）本事業への参

画意向につい

て 

・本事業への参画意向について、２社は「あり」、３社は「現時点では判断で

きない。」 

２）事業範囲 ・緊急改築・修繕や緊急清掃及び定期清掃をパッケージ範囲に含むことは問

題ありという回答がすべてである。 

３）事業期間 ・事業期間は、1 年から３年の要望である。 

 

アンケート調査結果の詳細を次ページ以降に示す。 
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アンケート調査結果一覧（中小の地域企業）
I社 J社 K社 L社 M社

１． 本事業への参画意向について
設問1-1. 本事業に対する

興味・関心
興味・関心がある 大いに興味・関心があ

る
興味・関心がある 大いに興味・関心があ

る
興味・関心がある

設問1-2. 本事業への参画
意向

現時点では判断できな
い

ある 現時点では判断できな
い

ある 現時点では判断できな
い

２． 事業範囲

設問2-1. 事後保全型維持
管理業務を包括
的民間委託パッ
ケージ範囲に含
むことについて
（複数回答可）

緊急改築・修繕をパッ
ケージ範囲に含むこと
は問題である
緊急清掃及び定期清掃
をパッケージ範囲に含
むことは問題である

緊急改築・修繕を
パッケージ範囲に含
むことは問題である

緊急改築・修繕を
パッケージ範囲に含
むことは問題である

緊急改築・修繕をパッ
ケージ範囲に含むこと
は問題である

緊急改築・修繕をパッ
ケージ範囲に含むこと
は問題である
緊急清掃及び定期清掃
をパッケージ範囲に含
むことは差し支えない

上記回答の理由 事後保全型維持管理の
ままで良いと思う
予防保全型維持管理・
ＪＶ方式では受注金額
が減ることが考えられ
る。
ＪＶの一員に入らないと
3～5年仕事が受注でき
ないことが考えられる。
他のＪＶに参加していた
場合も同じである。ま
た、一員に入っていても
必ず受注できるか疑
問。

受注工事が減少してしまう為ＪＶ親会社との信頼関
係が築けるかどうかわ
からない。受注条件等
の取り決めができる
か不明。

公共工事の受注金額に
影響が出てしまう為。

緊急箇所に近い業者で
あれば早急に対処でき
るだろうが、大体どのよ
うな基準でどの業者を
選択するのかわからな
い。

３． 事業期間

設問3-1. 適切な事業期間 ３年 その他 その他 ３年 その他

「エ　その他」の期
間

　２ 年間 1 年間 1年間

上記回答の理由 予防保全型維持管理に
ついて３年程度が良い
と思う。

これから発注される工
事にどれ位の影響を及
ぼすかわからない為

ＪＶ親会社との信頼関
係が築けるかどうかが
不明なので長期契約は
リスクが大きい。

暫定期間と考慮して！ 柏市土木小規模工事
（単価契約）も1年ごと
の契約であるし、その
年度のJvに入れなかっ
た業者も次の年度で
チャンスがあるのではな
いか。

４． その他
本事業に関し
て、自由意見等

地元企業でできる工事
は地元企業優先で
柏市登録建設業者が各
団体等の差別を受けな
い事を希望します。

受注・対応について官
公庁と民間では差がで
きると思う。（特に夜間
の緊急対応等）

基本的に前回戴いた資
料の緑色のフローの(緊
急改築・修繕)(公共汚
水桝内点検・取付管改
築)及び、ピンク色の(緊
急時及び災害対応業
務)は、地元企業の為に
外して貰いたい。

包括的民間委託とは、
どのようなシステムなの
か今一つ理解できてい
ないが、小さな零細
企業はこれから淘汰さ
れていくのかなと考えて
います。
また、柏市建設業会、
非業会その他の柏市協
力会社を集めて合同の
説明会等を実施するの
もいいのかもしれません
ね。

会社名
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(5) 柏市管工事協同組合 

柏市管工事協同組合は、現状緊急時の一次対応（詰まりに関する苦情の現地対応）を柏市より受託して

実施している。柏市管工事協同組合に対して、緊急時の一次対応を包括的民間委託の事業範囲に含めて

良いかについて、ヒアリングを行った。 

ヒアリング結果の概要を以下に示す。 

 

表 11 柏市管工事協同組合に対するヒアリング結果 

項 目 ヒアリング結果 

苦情事故一次対応

の管工事協同組合

による実施状況 

・月に５～６件対応しており、全部は実施していない。包括的民間委託の

中で、一次対応を全部組合で行うのは、困難である。 

・修理センターで対応している。水道部の仕事がメインで一杯になってい

るが、月に５・６件ぐらいなら対応可能である。46 社の企業で作ってい

る組合であるため、町の指定工事店を巻き込まないと動けない。現時点

では指定工事店は動いていない。 

・９人体制で、水道のメーター交換漏水修理がメインとなっている。市民

からの修理依頼の対応を行っている。下水関連は、現地確認の対応をし

ており、本管関係の詰まりの苦情の場合、市に対応の連絡を入れること

になっている。 

苦情事故一次対応

を管工事協同組合

が受注できなくな

ることについて 

・水道で億単位で受注しているのに対して、下水の業務は、月 10 万円程

度のため、特に影響はない。組合は 24 時間常駐のため、夜中に下水詰

まりがあった場合、役所職員の勤務時間以外に対応するというのが元々

の依頼であった。土日及び５時以降が対応する時間である。 

苦情事故一次対応

の具体的な対応状

況 

・詰まりの現地対応が必要となった場合、組合の泊まりが一人いるため、

その人間が対応する。一人で対応を行い、現地確認して道路側（公共側）

であれば、地元の清掃会社に直接連絡して対応する。 

包括的民間委託の

関連会社としての

参画 

・関連会社の中に入れてほしいという要望は特にない。 

点検調査の実施の

要望 

・実施するのであれば、職員の追加が必要である。調査範囲が明確であれ

ば受けれるが、現状は TV カメラ調査車を所有していない。 
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3.5  包括的民間委託における各ビジネスモデルに必要な情報及び受託者リスク 

第 2 章で述べた、包括的民間委託における各ビジネスモデルにおいて、必要な情報及び受託者のリス

クについてまとめたものが下表である。 

 

 

                                         表 12 

 

(1) レベル 0（現況） 

通常の仕様発注となるため、インプット指標（設計値）により管理を行う。委託者は管路の緊急度を

提示する必要はないが、改築業務を伴う場合は設計のために必要となる。全ての業務内容について設計

値等を設ける必要があるため、委託者にかかる負担は大きい反面、受託者のリスクは低く、ノウハウを

発揮する機会は少ない。 

 

(2) レベル１ 

仕様発注（調査業務等）と性能発注（改築業務等）が混在するビジネスモデル。改築業務を含んだ業

務内容では、管路の緊急度を委託者が提示する。 

 委託者は、1 期目のみ管路の緊急度判定や包括エリアの設定等による負担が大きいが、これらの業務    

をパッケージに含めることにより、次期包括から負担は少なくなる。 

 

レベル０

（現況）
レベル２ レベル３ レベル４

インプット指標を設定する 〇 × × ×

アウトカム目標を設定する × 〇 〇 〇

管路の緊急度 必要 不要 不要 不要

スクリーニング結果による健全度推定 不要 必要 必要 不要

画像・動画等による管路調査状況 不要 不要 不要 不要

地区毎の浸入水量 不要 不要 必要 必要

地区毎の直接浸入水量と浸透浸入水量 不要 不要 不要 不要

受託者の経験（ノウハウ） 小 中 大 極大

委託者の負担 極大 大 小 中 中 小

不要

不要

不要

中

必要

不要

〇

各ビジネスモデルにおける必要情報及び受託者に求めるノウハウ

レベル１

〇
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(3) レベル 2 

DB 方式。スクリーニングによる推定健全度結果を基に技術提案をする。 

 

(4) レベル３ 

レベル１からレベル２で用いるアウトカム指標に「浸入水」の状態観測が加わるため、受託者にと 

っては負担が増えるが、改築効果の即時性が図れるためインセンティブの向上が期待できる。委託者 

は浸入水量のデータ観測を実施し、提供しなければならない。 

 

(5) レベル４ 

委託者が提示する情報は、地区毎の浸入水量のみのため、委託者の負担は非常に軽いが、受託者に 

とっては十分な経験、実績及び精通した土地勘がなければ改築提案をすることができない。また、 

PFI（コンセッション）への発展も期待されるビジネスモデルであるため、処理場と一体化した維 

持管理が図れる環境が望ましい。 

 

3.6 柏市における適応モデルについて 

 今回の包括的民間委託は、予防保全型維持管理の実施に向け、性能発注による改築工事を予定して 

いるが、全国的にも初の試みであり、現状では受託者のノウハウが十分に蓄積されていない。また、 

前述のアンケート及びヒアリング結果から、柏市における包括的民間委託のパッケージ内容として 

望ましい業務内容が選定されていることや、柏市における下水道台帳情報の約 3 割は管種が不明な 

ことから、TV カメラ調査を実施している現状を考慮し、「レベル１」のビジネスモデルを適用する。 

 

 

      図 3-1 平成 27 年度 柏市公共下水道管路施設ストックマネジメント実施計画より 
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4 今後について（２期目期以降の包括的民間委託の方向性） 

4.1 事後保全型維持管理に係る包括的民間委託導入 

今回の包括的民間委託においては、予防保全的維持管理のみを対象とし、事後保全的維持管理を事業範

囲から外した。理由としては、地元企業が受注量や受注金額の減少等の懸念により事後保全の業務（緊急

修繕、緊急清掃等）を含めることに消極的であり、市としても、地元企業による地域維持を望んでいるた

めである。しかし、今後予想される予防保全的維持管理導入に伴う市の労力増や改築事業の増加を考慮

すると、事後保全的維持管理に係る市の手間も削減していく必要がある。 

上記を踏まえると、地元企業が実施主体の中心となる、事後保全的維持管理を対象とした包括的民間委

託の導入を今後、検討、導入していくことが望ましい。 

まずは、地元企業において、事業共同組合等の受皿組織を設立し、そこに対して、事後保全的維持管理

をパッケージ化して発注することが考えられる。例えば、道路の分野では、道路、河川における巡回、除

雪、緊急対応等の業務について、地元企業で事業共同組合を設立して、そこが受皿組織となって包括的民

間委託で一括受託しているという事例がある（栃木県日光土木事務所、大空町等）。 

さらに、地元企業群で設立した受皿組織が第１期包括的民間委託で事後保全的維持管理を実施するこ

とで、事後保全的維持管理のノウハウを確立し、予防保全的維持管理を実施する全国規模のメーカーや

維持管理企業等と対等に近い立場を構築することで、予防保全的維持管理と事後保全的維持管理をパッ

ケージ化した包括的民間委託に中長期的に発展させていくということも一案として考えられる。 

 

4.2 コンセッション方式導入への展開 

（1） コンセッション方式導入の意義 

長期的な展望として、コンセッション方式を導入していくことも一つの方向性として考えられる。コン

セッションの主な特徴は、以下が挙げられる。 

・施設の所有権を移転せず、民間事業者に公共施設等運営権を付与することにより、運営権者は利用

者から利用料金を直接収益として徴収することが可能。 

・民間事業者は、運営によって生じた余剰利益を運営権対価として公共に支払う。 

上記を踏まえて、コンセッション方式を導入する意義としては、以下が挙げられる。 

・利用料金の収入増大への民間事業者の創意工夫ノウハウの活用 

・将来の人口減少や水量の減少を踏まえた収支予測を見据えた事業運営への民間事業者の創意工夫

ノウハウの活用 

・民間事業者から支払われる運営権対価による自治体の債務圧縮 

・下水道事業実施における直営体制を最大限に補完 

よって、コンセッション方式を導入するうえでは、下表に示す点等について有効性を検討する必要があ

る。 

表 13 コンセッション方式導入による有効性検討 

項目 有効策の例 

利用料金の収入増大に民間事業者の創意

工夫ノウハウを活用する余地があるのか 

下水道バイオマス（下水熱等）の収益性、下水道管理

用地の収益性、不明水の削減による流域負担金コスト

削減に伴う利益増 
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将来の人口減少や水量・汚泥量の減少を踏

まえた収支予測を見据えた事業運営へ民

間事業者の創意工夫ノウハウの活用が可

能か 

将来水量予測の精度向上に伴う施設規模の最適化、施

設ダウンサイジングに係る改築への新技術の活用 

民間事業者から支払われる運営権対価に

より自治体の債務圧縮のニーズはあるか 

自治体の財政状況が悪化している場合に、その改善の

ために運営権対価による債務圧縮 

下水道事業実施において直営体制を極力

補完する必要があるか 

維持管理マネジメントや改築更新の時期や内容に関す

る企画等についても直営体制を補完（その部分への民

間ノウハウ活用の有効性） 

 

（2） コンセッション方式導入に向けた検討課題 

次にコンセッション方式を導入するうえでの主な検討課題を以下に示す。 

表 14 コンセッション方式を導入するうえでの主な検討課題1 

項目 検討内容 

基本的な事業スキームの

検討 

事業範囲や業務範囲の検討、下水道利用料金収受の方法の検討、管

理者の責任を果たすために必要な体制とコストの検討 

事業情報の整備 情報・台帳整備 

インフォメーションパッケージ※14作成、デューデリジェンスに必

要な情報や台帳整備 

マーケッティングサウン

ディング 

実施方針策定前の市場調査 

インフォメーションパッケージの提供 

応募者側からの意見と関心表明書受領 
※14 インフォメーションパッケージの具体的内容（参考） 

 ・事業概要：沿革、計画人口、普及率、水洗化率、施設概要、事業計画（下水道法）、各種計画、執行体制、主要ビジネスフロ

ー、運用上の制約、使用料体系、IT システム利用状況 
 ・財務状況：企業会計の財務書類 
 ・事業に関連する公社、第三セクター等の状況：執行体制、事業内容、財務状況、取得済許認可、人事 
 ・施設運営状況：基本状況、施設状況、施設管理状況、水質、災害対策 
 ・管渠：基本状況、施設状況、維持管理状況、災害対策、関連法令・訴訟等 

 

特に管路施設を事業範囲に含め、民間事業者にリスクを負わせるうえでは、市が前段で管路施設の性状

把握を行い、その結果をインフォメーションパッケージの一部として提供する必要がある。そのために

前段で管路施設の包括的民間委託を実施して予防保全の情報をデータベース化することは非常に有効と

思われる。 

上記検討を行った後に、実施方針に関する条例の制定（第 18 条）以降の募集選定等の手続きを行って

いくことになる 
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（3） まとめ（ロードマップ） 

前項までの内容をもとに、柏市が置かれている背景（経緯）を踏まえて、柏市における包括的民間委託

及びコンセッション等が中長期的に発展していく展望、すなわちそのロードマップをまとめると下図の

とおりとなる。 

 

 
図 4-1 包括的民間委託及びコンセッションの中長期的な展望 
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H30.～H34 H34～H39 H39～

下水道経営

包括的民間委託

事業期間：４年間
受注企業：管更正メーカー、管路維
持管理企業、コンサルタント、地元
土木業者

包括的民間委託

事業期間：2年間
受注企業：地元の
事業協同組合

地元企業群

により事業

協同組合の

設立を目標

包括的民間委託

事業期間：５年間

受注企業：管更正メーカー、管路維

持管理企業、コンサルタント、地元

の事業協同組合などを想定

また、道路・水道等との
総合的な包括的民間委託
の導入も検討予定

コンセッション

事業期間：１５年間

～３０年間

受注企業：SPC

（管路メーカー、処

理場メーカー、ゼネ

コン、管路維持管理

企業、処理場維持管

理企業、コンサルタ

ント、地元の事業協

同組合により設立）

を想定

従来維持管理委託

事業期間：1年間
受注企業：処理場等維持管理企業

従来維持管理委託

事業期間：1年間
受注企業：処理場等維持管理企業

ｺﾝｾｯｼｮﾝ移行期間

包括的民間委託及び従

来維持管理委託はコン

セッション導入時点ま

でを暫定事業期間とし

て委託を実施予定

管路点検、改築等のデューデリ
ジェンス情報の提供

貯留場、マンホールポンプ等の

デューデリジェンス情報の提供

ポンプ場のデューデリジェンス

情報の提供

・料金関連、財務

諸表等の経営情報

・経営計画、事業

計画の提供

Lv1 

Lv5 
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5 おわりに 

 

 平成 28 年度末約 47 万 km に達した膨大な社会インフラ資産となっている下水道管路施設は、今後適

切な維持管理によって、ストック効果が発揮できる有益な資産（アセット）として次世代に引き継ぐとと

もに、市民等の利用者（ユーザー）に持続可能な下水道サービスを中断することなく提供していく必要が

あります。 

 そこでは、民間事業者のノウハウや人材等経営資源、創意工夫の活用等により、コスト縮減やサービス

レベルの向上等がもたらされる時代となっています。また、下水道管理者にとっても、民間事業者への合

理的なリスク移転による、緊急対応や苦情・要請等に係る職員等の負荷・負担の軽減を図ることができる

とともに、下水道サービスを提供し続けるという債務負担（債務不履行責任）の軽減ができるものです。 

 下水道のような社会インフラは、市民生活に不可欠であり持続的にユーザーに下水道サービスを提供

し続けるだけではなく、数十年あるいは数百年（例えば、神田下水や太閤下水がある）にわたって、管路

施設ストックの維持管理や改築（更新・長寿命化)、さらには機能向上するための投資サイクルを回して

いく必要があります。そのためには、事後保全型維持管理から、リスク評価に基づく予防保全型維持管理

（計画的維持管理と計画的改築から成る）に移行していくことが重要です。たとえ、足元の収益的収支（3

条予算）が良好であっても、予防保全型に必要な投資（資本的支出（4 条予算））を怠った結果、リスク

が増大し、インシデントやアクシデントの発生により、ユーザーが下水道を使用できないという不便を

かける、すなわち下水道サービスの中断・停止に追い込まれるようなことがあってはなりません。 

 管路施設の予防保全型維持管理に係る複数のモジュールをパッケージ化した包括的民間委託が可能と

なれば、ユーザーに不便をかけるようなサービスの中断・停止というリスクは、合理的な要求水準や契約

内容を設定することにより、民間事業者との合意の下、民間事業者に移転することができます。一方、民

間事業者が予防保全型維持管理業務を複数年スパンにわたって遂行するにあたりノウハウや創意工夫等

の自由裁量を十分発揮することができれば、複数年スパンにわたる安定的な事業経営や事業効率化がで

きるとともに、地方自治体の柔軟な財政出動（財政の硬直化を防ぐ）が可能となり、管路施設のライフサ

イクルコストの低減が期待できます。 

 そこで、管路施設の予防保全型維持管理に係る包括的民間委託を実施可能とするためには、民間事業

者が当該現場（地方自治体の特性がある）に適合した実行可能な実施計画を企画・立案し、一般的には、

公募型プロポーザルにおいて、技術提案（応募）できるようにすることが肝心です。 

 今後の管路施設のようなインフラ管理（管路マネジメント）、ここでは管路施設の包括的民間委託の場

合には、複数業務のパッケージ化であるため、各技術面で専門的なノウハウを有する民間事業者が必要

となり、業務が数年から数十年にわたることになるため、技術の継承や技術のキャッチアップ（職員のス

キルアップを含む）を継続することが求められます。そこで、本報告書は、管路マネジメント、中でも管

路施設の包括的民間委託を推進することを念頭にして、それに適合する性能発注型のビジネスモデルを

提案するとともに、性能発注の導入レベルを段階的に移行するパターンとジャンプするパターンから説

明しています。そこでは、都市の特性や地域資源（地域の人材や地元企業等）の活用をどのように評価す

るのか、都市の基本的な取組姿勢が求められるとともに、下水道サービスを中断・停止することのないよ

う、官民が連携して支えるというフィロソフィーが重要です。本報告書に掲載したビジネスモデルが管

路施設の予防保全型維持管理に向けた包括的民間委託を検討している、あるいは予定している地方自治
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体の皆様に役立つ、一つの羅針盤になれればと考えますが、本成果物は総合政策局官民連携政策課のご

支援によるところが大きいので、改めてここに御礼を申し上げます。 

 最後に、本報告書が、持続可能な管路マネジメントの一環として包括的民間委託の推進に向けたビジ

ネスモデルの構築のご理解に役立つことができれば幸いです。 

 

平成 30 年 3 月 

 

柏市土木部下水道整備課 

 

 

  

 

 

 

 

 


